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投資信託説明書（交付目論見書）２００８．１１ 

 

 

 

 

 

 
設定・運用は 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント 

 



 

 

 

１． この目論見書により行うりそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファン

ド（毎月決算型）の受益権の募集については、委託会社は、金融商品取引法

（昭和23年法第25号）（以下「金融商品取引法」といいます。）第５条の規

定により有価証券届出書を平成20年１月16日に関東財務局長に提出してお

り、その届出の効力は平成20年２月１日に生じております。また、同法第７

条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成20年５月30日および平成

20年11月18日に関東財務局長に提出しております。 

２． りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型）の受益

権の価額は、同ファンドに組入れられている有価証券の値動きの他為替変動

による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家のみなさ

まに帰属します。元金が保証されているものではありません。 

 

 

 

 ● 本文書は金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書であり、有価証券

届出書 第一部「証券情報」および第二部「ファンド情報」の内容を記載し

た、金融商品取引法第15条第２項本文に基づき、投資家にあらかじめまたは

申込みと同時に交付しなければならない目論見書（交付目論見書）です。 

 ● 金融商品取引法第15条第３項に基づき、投資家の請求により交付される目

論見書（以下「請求目論見書」といいます。）は投資家から請求された場合

に交付されます。また、投資家が請求目論見書の交付を請求した場合には、

ご自身でも交付請求をしたことを記録してくださいます様お願いいたしま

す。 

 ● 請求目論見書に記載されている情報については、ＥＤＩＮＥＴ（「金融商

品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システ

ム」）によっても入手することが可能です。 

 

 

●金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項 

 りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型）は、主に外

国有価証券を投資対象とするりそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファン

ド（適格機関投資家専用）」受益証券を主要投資対象としますので、組入有価証券

の価格の下落や、組入有価証券の発行会社の財務状況の悪化や倒産等の影響によ

り、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、為替の変動により損

失を被ることがあります。 

 

 



 

 

 下記の事項は、この投資信託（以下｢当ファンド｣という。）をお申込みされ
るご投資家の皆様にあらかじめ、ご確認いただきたい重要な事項としてお知ら
せするものです。 
 お申込みの際には、下記の事項および投資信託説明書（交付目論見書）の内
容を十分お読みください。 

記 
 

■当ファンドに係るリスクについて 

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、新興国が発行する現地通
貨建ての債券を実質的な主要投資対象としますので、組入債券の発行体の財
務状況の悪化や倒産、金利の上昇、市場環境等の影響により債券価格が下落
することで基準価額が下落し、損失を被ることがあります。なお、各投資対
象国の金融市場や政情は一般的に先進国よりも不安定で脆弱な面があり、先
進国市場への投資に比べ、より大幅に価格が変動することがあります。ま
た、外貨建の資産へ実質的に投資しますので、為替の変動により損失を被る
ことがあります。 
※平成20年８月19日現在投資している外国通貨は、アルゼンチンペソ､メキ
シコペソ、ブラジルレアル、コロンビアペソ、ペルーヌエボソル、ウルグ
アイペソ、トルコ・リラ、ハンガリーフォリント、ポーランドズロチ、マ
レーシアリンギット、エジプトポンド、南アフリカランドおよび米ドルで
す。（将来、投資する通貨が変更される場合があります。） 
したがって、ご投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基
準価額の下落により、損失を被り、投資元金が割り込むことがあります。 
当ファンドの基準価額の変動要因としては、主に「信用リスク」､「為替変
動リスク」､「低格付の債券への投資に伴うリスク」､「金利変動リスク」､
「新興国への投資に伴うリスク」､「仕組債のリスク」､「デリバティブ商品
のリスク」および「流動性のリスク」などがあります。 
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の｢第二部 ファンド情報 第１ 
ファンドの状況 ３ 投資リスク｣をご覧ください。 
 ■当ファンドに係る手数料等について 

◆申込手数料 
お申込み日の翌営業日の基準価額に3.675％（税抜3.5％）以内で販売会社
が独自に定める率を乗じて得た額とします。 
※詳しくは販売会社もしくは申込手数料を記載した書面にてご確認くださ
い。 

◆換金（解約）手数料 
かかりません。 
◆信託報酬 
ファンドの純資産総額に年率1.8375％（税抜1.75％）を乗じて得た額とし
ます。 



 

◆信託財産留保額 
かかりません。 
◆監査費用 
信託財産の純資産総額に年率0.021％（税抜0.02％）を乗じて得た額（た
だし、年間315万円（税抜300万円）を上限とします。）を当該監査に要す
る諸費用とみなします。 
◆その他の費用 
・当ファンドおよびマザーファンドにおいて投資する有価証券を売買する
際に発生する手数料 
・当ファンドおよびマザーファンドの資産を外国で保管する場合に発生す
る費用 等 
その他の費用は、当ファンドより実費として間接的にご負担いただきます
が、当ファンドおよびマザーファンドの運用状況により変動するため、事
前には確定しておりません。またご投資家の皆様が当ファンドの受益権を
保有する期間その他の要因により変動します。 
したがって、手数料等毎の金額ならびに当該手数料等の合計額およびこれ
らの計算方法を表示することができません。 
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「第二部 ファンド情報 第 
１ ファンドの状況 ４ 手数料等及び税金」をご覧ください。 

 
■ クーリングオフの適用はありません。 

 
以上 
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交付目論見書の概要 

 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド 

（毎月決算型） 
 

当概要は、交付目論見書本文の証券情報、ファンド情報などを要約したものです。 
詳細は交付目論見書本文をご覧ください。 

 

 ファンドの基本情報  
 

基 本 的 性 格 追加型株式投資信託／バランス型／自動けいぞく投資可能 

フ ァ ン ド の 目 的 

安定的かつ高水準の配当等収益の確保と信託財産の中長期的な
成長を目指して、りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファン
ド（適格機関投資家専用）（以下「マザーファンド」といいます。）受益
証券を主要投資対象として運用を行います。 

主 な 投 資 対 象 

マザーファンドを通じて、主として新興国の政府または政府機関の発行
する債券（「ソブリン債券」）に投資します。投資対象とするソブリン債券
は、主に当該債券発行国の現地通貨に基づく運用成果が得られるも
のとし、マザーファンドの純資産総額の 75％以上をそのような債券に投
資します。 

主 な 投 資 制 限 
株式への投資は、純資産総額の 10％以下とします。 
外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。 

基準価額の価額
変動リスクおよび信
用 リ ス ク 

組入れた有価証券の値動き、通貨の変動や、当該有価証券の発行
者の信用状況の変化等により基準価額は大きく変動しますので、元
金が保証されているものではありません。 

信 託 期 間 無期限です。 

決 算 日 

原則として毎月 19 日とします。 
休業日の場合は翌営業日を決算日とします。 
ただし、最初の決算日は平成 20 年５月 19 日です。 

収 益 分 配 

原則として、繰越分を含めた配当金、利金などからなる配当等収益
から分配金額を決定します。ただし、２、５、８、11月の計算期間終了
日には、当該配当等収益に加えて、繰越分を含めた売買益から分配
を行うこともあります。また、必ず分配を行うものではありません。 

『自動けいぞく投資コース』を選択された方は、収益分配金が税引き
後、無手数料で再投資されます。 
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 ご購入について  
 

申 込 方 法 

当初申込期間 ： 原則として毎営業日に販売会社にて受付けます。 
継続申込期間 ： 原則として毎営業日に販売会社にて受付けます。 

ただし、継続申込期間中において、米国の銀行休業日には、取得申込
みの受付は行いません。 

申 込 期 間 

当初申込期間 ： 平成20年２月 1日から平成20年２月28日まで 
継続申込期間 ： 平成20年２月29日から平成21年５月18日まで 

≪なお、継続申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書

を提出することによって更新される予定です。≫ 

申 込 価 格 

当初申込期間 ： １口当たり１円とします。 
継続申込期間 ： 取得申込日の翌営業日の基準価額とします。 

≪取得申込みには申込手数料を要します。≫

申 込 単 位 

販売会社が定める単位とします。 
「自動けいぞく投資コース」における収益分配金の再投資は、１円以上１円単位とします。 

分配金の受取方法により、申込みには、『一般コース』と『自動けいぞく投
資コース』の２つのコースがあります。 

≪申込コースは、販売会社により取扱いが異なる場合がありますの

で販売会社にお問合わせください。≫ 

受 渡 方 法 

取得申込代金の支払いについて： 
当初申込期間 ： 投資家は、取得申込代金を申込みの販売会社に当

初申込期間中に支払うものとします。 
継続申込期間 ： 投資家は、申込みの販売会社が定める日までに取得

申込代金を申込みの販売会社に支払うものとします。

受益権の引渡しについて： 
当ファンドの受益権は振替受益権＊のため、申込みの販売会社が、取得
申込代金の支払いと引き換えに振替機関等＊の口座に投資家に係る受
益権口数の増加を記載または記録することにより、受益権の引渡しが行
われます。当該口座は、当該投資家が販売会社に取得申込と同時にま
たはあらかじめ申し出た口座とします。 

＊ 交付目論見書『第一部 証券情報 (2) 内国投資信託受益証券の形態等』をご参照ください。 

受 付 時 間 
原則として午後３時まで（年末年始など東京証券取引所が半休日の場
合の受付けは午前11時まで）とします。 

申 込 の 中 止 
有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停
止その他やむを得ない事情があるときは、取得申込みの受付が中止され
る場合があります。 

申 込 取 扱 場 所 販売会社 
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 ご換金について  
 

換 金 方 法 
原則として毎営業日に販売会社にて解約請求により受付けます。 
ただし、米国の銀行休業日には、換金申込みの受付は行いません。 

換 金 価 格 
換金申込日の翌営業日の基準価額です。 
課税については、次ページをご参照ください。 換金時に手数料はかかりません。 

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。 

受 渡 方 法 

換金代金の支払いについて： 

原則として換金申込日から起算して５営業日目から、販売会社の本・支

店等においてお支払いいたします。 

受益権の引渡しについて： 

当ファンドの受益権は振替受益権＊のため、換金の請求を行う受
益者は、その口座が開設されている振替機関等＊に対して当該受
益者の請求に係るこの信託契約の一部解約の通知を委託会社が
行うのと引き換えに、販売会社を通じて当該一部解約に係る受益
権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法＊の規定
にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少を記
載または記録することにより、受益権の引渡しが行われます。な
お、換金の請求は振替受益権をもって行うものとします。 
＊ 交付目論見書『第一部 証券情報 (2) 内国投資信託受益証券の形態等』をご参照ください。 

受 付 時 間 
原則として午後３時まで（年末年始など東京証券取引所が半休日の場
合の受付けは午前11時まで）とします。 

換 金 の 中 止 
有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停
止その他やむを得ない事情があるときは、換金の受付が中止される場合
があります。 

 

 
販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。 

照会先： 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

TEL：０３－６７３６－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午））

HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp 
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 手数料等および税金  
 

● 購入時、収益分配時、解約時等にご負担いただく費用・税金 

・平成 20 年 12 月 31 日まで＊ 

時期 項目 費用・税金 

購 入 時 申 込 手 数 料 
3.675％（税抜3.5％）を上限として、申込価格に販売会社が定め

る手数料率を乗じて得た額とします。 

収益分配時 
所得税および 

地 方 税 
普通分配金に対し10％（所得税７％、地方税３％） 

解 約 時 
所得税および 

地 方 税 
個別元本超過額に対し10％（所得税７％、地方税３％） 

償 還 時 
所得税および 

地 方 税 
個別元本超過額に対し10％（所得税７％、地方税３％） 

＊ 当該日付の基準については、交付目論見書をご参照ください。 

・ 収益分配時、解約時および償還時の差益については配当課税が適用され、確定申告を行うことにより、総合課

税を選択することもできます。 

・ 上記の税率は個人の場合であり、法人の場合は、７％（所得税７％）の税率で源泉徴収されます。なお、税法

が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。 

 

・平成 21 年１月１日以降＊１ 

時期 項目 費用・税金 

購 入 時 申 込 手 数 料 
3.675％（税抜3.5％）を上限として、申込価格に販売会社が定

める手数料率を乗じて得た額とします。 

収益分配時 
所得税および 

地 方 税 

普通分配金に対し10％（所得税７％、地方税３％）または20％

（所得税15％、地方税５％）＊２ 

解 約 時 
所得税および 

地 方 税 

解約価額から取得費を控除した額に対し10％（所得税７％、地

方税３％）または20％（所得税15％、地方税５％）＊３ 

償 還 時 
所得税および 

地 方 税 

償還価額から取得費を控除した額に対し10％（所得税７％、地

方税３％）または20％（所得税15％、地方税５％）＊３ 

＊１ 当該日付の基準については、交付目論見書をご参照ください。 

＊２ 平成22年12月31日までは年間に受け取る普通分配金等の額に応じて税率が異なります。平成23年1月1日以降

は、一律20％の税率となる予定です。 

＊３ 平成22年12月31日までは年間に受け取る上場株式等の譲渡所得等の額に応じて税率が異なります。平成23

年1月1日以降は、一律20％の税率となる予定です。 

・ 上記の税率は個人の場合であり、法人の場合は、法人所定のものとなります。なお、税法が改正された場合等

には、上記の内容が変更になることがあります。 
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● 当ファンドで間接的にご負担いただく費用・税金 

時 期  項 目  費 用 ・税 金  

合 計   年率1.8375％（税抜1.75％） 

委託会社 販売会社 受託会社 
毎 日 信 託 報 酬 

年率0.8925％ 

（税抜0.85％） 

年率0.8925％ 

（税抜0.85％） 

年率0.0525％ 

（税抜0.05％） 

毎 日 監 査 費 用 

委託会社が実際に支払った費用を支弁する方法に代えて、信託財産の

純資産総額に年率0.021％（税抜0.02％）を乗じて得た額（ただし、年間

315万円（税抜300万円）を上限とします。）を当該監査に要する諸費用と

みなし、そのみなし額の支弁を、毎計算期間終了日および信託終了のとき

信託財産中から受けるものとします。 
・委託会社が信託財産から支弁を受ける金額については、計算期間を通じて毎日費用

計上するものとします。 

・上記の他、有価証券取引、先物取引およびオプション取引にかかる費用（売買委託手数料)、外貨建資産の保管費用、信託財産

に関する租税（キャピタル・ゲイン税は、保有有価証券の売却時に発生し、その課税額は期間按分等の調整を行うことなく税額が確

定次第、速やかに全額がマザーファンドに費用計上されます。）、信託事務の処理に関する諸費用、受託会社の立替えた立替金の

利息および借入金の利息が信託財産中から支払われます。 

・信託報酬は、計算期間を通じて毎日、費用計上し、毎計算期間終了日および信託終了日の翌営業日に信託財産中から支払い

ます。 

・委託会社の受ける報酬には、マザーファンドの運用委託に係る投資顧問会社への報酬（信託財産の純資産総額に対し年率

0.35％）が含まれています。 
 
 

詳しくは、交付目論見書「第二部 ファンド情報  第１ ファンドの状況 ４ 手数料

等及び税金」をご参照ください。 
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第一部 証券情報 
 

(1) ファンドの名称 

  りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型） 

（以下「当ファンド」といいます。） 

 

(2) 内国投資信託受益証券の形態等 

  当ファンドは、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」とい

います。）を委託会社とし、りそな信託銀行株式会社（以下「受託会社」といいます。）を

受託会社とする契約型の追加型株式投資信託です。 

  当ファンドの受益権は、社債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、株式等

の振替に関する法律」となった場合は読み替えるものとし、以下、「社債、株式等の振替に

関する法律」を含め「社振法」といいます。）に定める振替投資信託受益権の形態で発行さ

れます。 

  当ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、受益権の帰属は、後記の「(11)振替

機関に関する事項」に記載の振替機関および当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第

２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいま

す。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まります（以下、振替口座簿に記

載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。 

  委託会社は、やむを得ない事情等がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券

を発行しません。また、振替受益権には無記名式や記名式の形態はありません。 

  なお、本書の各記載項目の表題部において「受益証券」と表記されている場合があります

が、上述のとおり当ファンドは原則として受益証券を発行しませんので、適宜「受益権」と

お読み替えください。 

  当ファンドの受益権は、格付を取得していません。 

  なお、当初元本は１口当たり１円です。 

 

(3) 発行価額の総額 

  当初申込期間：1,000億円を上限とします。 

  継続申込期間：１兆円を上限とします。 

  なお、上記金額には、後記「(5) 申込手数料」は含みません。 

 

(4) 発行価格 

  当初申込期間：１口当たり１円とします。 

  継続申込期間：取得申込日の翌営業日の基準価額とします。 

 

  「基準価額」とは、純資産総額をその時の受益権総口数で除した１口当たりの価額をいいま

す。 

  なお、便宜上１万口当たりに換算した価額で表示することがあります。 

  基準価額（１万口当たり）は、販売会社に問合わせることにより知ることができます。ま

た、基準価額（１万口当たり）は、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載さ

れます。 
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  販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。 

  照会先： 

  ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

  TEL：０３－６７３６－２３５０ 

  （受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

  HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp 

 

(5) 申込手数料 

① 発行価格に販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。ただし、有価証券届出書

提出日現在、販売会社における手数料率＊は、3.675％（税抜3.5％）が上限となっています。 
＊ 当該手数料率は、消費税および地方消費税相当額（以下「消費税等」または「税」といいます。）を含

みます。また、本書において記載されている報酬率、費用等も同様です。 

手数料率は、販売会社に問合わせることにより知ることができます。 

  販売会社に関しては、前記「(4) 発行価格」の照会先までお問合わせください。 

 

②「自動けいぞく投資＊契約」に基づいて収益分配金を再投資する場合は無手数料とします。 
＊ 自動けいぞく投資とは、収益の分配がなされた場合、収益分配金より税金を差引いた後、自動的に当

ファンドに再投資するものです。 

 

(6) 申込単位 

  分配金の受取方法により、申込みには、収益の分配時に分配金を受取るコース（以下「一

般コース」といいます。）と、分配金が税引き後無手数料で再投資されるコース（以下「自

動けいぞく投資コース」といいます。）の２つのコースがあります。 
 

  「自動けいぞく投資コース」を選択する場合、取得申込みを行う投資家は、販売会社との間で「自動けい

ぞく投資契約」を締結します。また、当該契約については、同様の権利義務関係を規定する名称の異なる契

約を使用することがあり、この場合、当該別の名称に読み替えるものとします。 

 

  いずれのコース共、申込単位は、販売会社が定めるものとします。 

  「自動けいぞく投資コース」における収益分配金の再投資は、１円以上１円単位とします。 

  申込コースは、販売会社により取扱いが異なる場合がありますので販売会社にお問合わせ

ください。 

  販売会社に関しては、前記「(4) 発行価格」の照会先までお問合わせください。 

 

(7) 申込期間 

  当初申込期間：平成20年２月１日から平成20年２月28日まで 

  継続申込期間：平成20年２月29日から平成21年５月18日まで＊ 

＊ なお、継続申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定です。 

 

  当ファンドの受益権の取得申込みは、申込期間における毎営業日に受付けます。 

  ただし、継続申込期間中において、米国の銀行休業日には、取得申込みの受付は行いませ

ん。 

  有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない

事情があるときは、取得申込みの受付が中止される場合があります。その場合には、投資家

は当該受付中止以前に行った当日の取得申込みを撤回できます。ただし、投資家がその取得

申込みを撤回しない場合には、その取得申込みは当該受付中止を解除した後の最初の基準価

額の計算日にその取得申込みを受付けたものとして取扱うこととします。 
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(8) 申込取扱場所 

  申込期間中、販売会社において申込みを取扱います。 

  販売会社に関しては、前記「(4) 発行価格」の照会先までお問合わせください。 

  販売会社により全ての支店・営業所等で取扱いをしていない場合などがありますので、詳

しくは、販売会社にお問合わせください。 

 

(9) 払込期日 

  当初申込期間中は、投資家は、取得申込代金
＊
を申込みの販売会社に当初申込期間中に支払

うものとします。当初申込期間にかかる発行価額の総額は、当ファンドの信託設定日に販売

会社より委託会社の指定する口座を経由して受託会社の指定する当ファンド口座に払い込ま

れます。 

  継続申込期間中は、投資家は、申込みの販売会社が定める日までに取得申込代金を申込み

の販売会社に支払うものとします。継続申込期間中における取得申込日の発行価額の総額は、

追加信託が行われる日に、委託会社の指定する口座を経由して、受託会社の指定する当ファ

ンド口座に払い込まれます。 

＊ 取得申込代金とは、申込金額（発行価格×取得申込口数）に、申込手数料（税込）を加算した金額です。 

 

(10) 払込取扱場所 

  投資家は、申込みの販売会社に取得申込代金を支払うものとします。 

 

(11) 振替機関に関する事項 

  当ファンドの振替機関は、株式会社 証券保管振替機構です。 

 

(12) その他 

① 申込証拠金はありません。申込金額には利息はつきません。 

② 日本以外の地域における受益権の発行はありません。 

③ クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。 

④ 振替受益権について 

  当ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、前記「(11)振替機関に関する事項」

に記載の振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取扱われるものとします。 

  当ファンドの分配金、償還金および換金代金は、社振法および前記「(11)振替機関に関す

る事項」に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。 
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第二部 ファンド情報 
 

第１ ファンドの状況 
 

１ ファンドの性格 
 

(1) ファンドの目的及び基本的性格 

 

(イ)ファンドの目的 

  当ファンドは、安定的かつ高水準の配当等収益＊１の確保と信託財産の中長期的な成長を目指

して運用を行います。 

当ファンドと実質的に同一の運用の基本方針＊２を有するりそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブ

リン・マザーファンド（適格機関投資家専用）（以下「マザーファンド」といいます。）を主

要投資対象とします。（後記「２投資方針(1)投資方針」をご参照ください。） 

 ＊１ 「配当等収益」とは、りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型）信託約款

（以下「信託約款」といいます。）第39条第１項第１号に定めるもの（配当金、利金、貸付有価証券にか

かる品貸料およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額。以下同じ。）をいい、マザーファンド

の信託財産に属する配当等収益のうち、当ファンドの信託財産に帰属するとみなされる額（マザーファン

ドの信託財産にかかる配当等収益の額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に対する信託財産に属

するマザーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額。）を含みます。 

 ＊２ 実質的に同一の運用の基本方針とは、投資の対象とする資産の種類、運用方針、運用方法、投資の対

象とする資産についての保有額もしくは保有割合にかかる制限または取得できる範囲にかかる制限その他

の運用上の制限が実質的に同一（マザーファンドにおける収益分配方針およびマザーファンドへの投資に

かかるものを除きます。）のものをいいます。 
 

(ロ)信託金の限度額 

  委託会社は、受託会社と合意のうえ、金5,000億円を限度として信託金を追加することができます。 
 

(ハ)基本的性格 

  追加型株式投資信託／バランス型＊に属します。 
＊「バランス型」とは、社団法人投資信託協会が定める分類方法において、「約款上の株式組入限度70％未満

のファンドで、株式・公社債等のバランス運用、あるいは、公社債中心の運用を行うもの」をいいます。 

 

(ニ)ファンドの特色 

① 当ファンドの運用はファミリーファンド方式＊により、マザーファンドを通じて行います。 

＊ ファミリーファンド方式とは、受益者から投資された資金をまとめてベビーファンド（当ファンド：りそ

な・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型））とし、その資金をマザーファンド（りそ

な・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用））に投資して、その実質的な

運用を行う仕組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 「新興国のソブリン債券」の定義につきましては、後記③をご参照ください。 

 

申込金 

収益分配金 
一部解約金 等 

投資 

損益 

投資 

損益 

受益者 

りそな・ＪＰＭ新興国 

現地通貨ソブリン・ファンド

（毎月決算型） 

＜ベビーファンド＞ 

りそな・ＪＰＭ新興国 

現地通貨ソブリン・ 

マザーファンド 

（適格機関投資家専用） 

＜マザーファンド＞ 

新興国の

ソブリン

債券＊等

運用委託先：J.P.モルガン･ 
インベストメント･マネージメント･インク 
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② 委託会社はマザーファンドの運用の指図に関する権限をＪ.Ｐ.モルガン・インベストメン

ト・マネージメント・インク＊に委託します。 

＊ Ｊ.Ｐ.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク（以下「ＪＰＭＩＭ社」という場合が

あります。）および委託会社は、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループの一員です。 

「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループとは、ＪＰモルガン・チェース・アンド・カンパ

ニーの傘下にあり、直接または間接的に資本関係のある運用会社を総称するものです。 

 

③ マザーファンドは、主として新興国＊１の政府または政府機関の発行する債券＊２（以下「ソブ

リン債券」といいます。）に投資を行います。 

＊１ 「新興国」とは、Ｊ.Ｐ.モルガン・インベストメント・マネージメント・インクが、国内経済が成

長過程にあると判断する国です。例えば、マザーファンドの参考指標（ＪＰモルガンＧＢＩ－エマー

ジング・マーケッツ＊３（円ベース））の構成国が該当します。 

   参考指標とは、マザーファンドの投資対象市場の動向をわかり易く示すために用いる指標です。マ

ザーファンドの運用成果は、参考指標を上回る場合も下回る場合もあり、上回ることを保証するもの

ではありません。また、新興国の債券市場の構造変化によっては、参考指標を見直す場合があります。 

＊２ 「政府機関の発行する債券」とは、政府機関により発行され、元本およびクーポンの支払いについ

て政府保証の付いた債券をいいます。 

＊３ 「ＪＰモルガンＧＢＩ－エマージング・マーケッツ」とは、J.P.Morgan Securities Inc.が公表し

ている新興国の債券のパフォーマンスを表す指数です。 

   同指数は、J.P.Morgan Securities Inc.が定める条件により選ばれた、政府または政府機関の発行

する、新興国の現地通貨建ての債券で構成されている時価総額加重平均指数で、2002年１月１日より

算出されております。 

＜参考指標の構成国＞ 

 

（2008年９月末現在） 

✓ 上記のソブリン債券のほか、マザーファンドの純資産総額の20％を上限に、ソブリン債

券以外の新興国に所在する発行体の債券を投資対象とします。 

✓ 上記の債券のほか、一つまたは複数の新興国の発行体の信用リスクまたは債券指数の変

動率を主として反映する仕組債に投資する場合があります。当該債券は、反映する信用リ

スクまたは債券指数の変動率を増大させる仕組みを持たないものに限ります。またその場

合、当該債券の発行体の格付は、信用リスクを反映しようとする発行体の格付（格付機関

が公表するもの）または変動率を反映しようとする債券指数の格付（当該指数の作成者が

公表するもの）以上とします。当該債券への投資は、マザーファンドの純資産総額の35％

未満とします。 

✓ 投資対象とする債券は、主に当該債券発行国の現地通貨に基づく運用成果が得られるも

のとし、マザーファンドの純資産総額の75％以上をそのような債券に投資します。 

【欧州地域】
ハンガリー、ポーランド、

ロシア、スロバキア、

トルコ、 チェコ

【アフリカ･中東地域】
南アフリカ、エジプト

【中南米地域】
ブラジル、メキシコ、チリ、

コロンビア、ペルー

【アジア地域】
マレーシア、タイ

－ 5 －



 

✓ 新興国ソブリン債券の特徴 

・ 新興国のソブリン債券は、先進国のソブリン債券と比べて信用力が低い一方で、高利

回りが期待できます。 

・ その反面、先進国のソブリン債券と比較して、デフォルト（債務不履行）となるリス

クも相対的に高いと考えられます。 

・ 新興国のソブリン債券が先進国ソブリン債券と大きく違う点は、カントリーリスクの

大きさです。また、現地通貨建ての新興国のソブリン債券においては、為替リスクおよ

び金利リスクも先進国のソブリン債券に比べて大きくなる傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
格付けはスタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ（以下、「Ｓ＆Ｐ社」といい

ます。）の公表する、自国通貨建て長期債格付け（2007年12月14日現在）を使用しております。 

先進国の債券利回りおよびデュレーション*は10年国債のものです、新興国の債券利回りおよびデュレー

ションはJPモルガンＧＢＩ－エマージング・マーケッツの主な構成国の発行する債券のものです。（利回

りおよびはデュレーションは全て2007年11月末現在です。） 

出所：データストリーム、S&P社、J.P.Morgan Securities Inc. 

上記の格付け、債券利回りおよびデュレーションは将来の格付け、債券利回りおよびデュレーションな

らびに当ファンドおよびマザーファンドの運用成果を保証するものではありません。 

 

* デュレーションとは、金利がある一定の割合で変動した場合に、債券の価格がどの程度変化するかを

示す指標のことです。デュレーションは「年」単位で表されますが、この数値が大きいほど、金利変動

に対する債券価格の変動率が大きくなります。 

 

 ＜S＆P社の格付けについて＞ 

  格付けとは、債券の元本、利息の支払いの確実性の度合い（信用度）を示すもので、AA格から 

CCC格までについては、上位格に近いものは＋（プラス）、下位格に近いものは－（マイナス）により表示、

分類されます。 

 

上記債券利回りは、マザーファンドが実際に投資する債券の利回りとは異なります。また、マザーファン

ドは、上記の国に必ず投資するものではありません。 

 

 

 

【格付けと利回りのイメージ図】 【各国の格付け】 【債券利回り（デュレーション）】
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【格付けと利回りのイメージ図】 【各国の格付け】 【債券利回り（デュレーション）】

AAA

AA

A

BBB

BB

B

CCC

信
用
力

利
回
り

高高

高高

低低

低低

新

興

国

米国 AAA

ドイツ AAA

日本 AA

チリ AA

マレーシア A+

スロバキア A

ロシア A-

ハンガリー BBB+

ブラジル BBB

BBB-

トルコ BB

先
進
国

ペルー

16.09%（1.88年）

6.43%（8.74年）

11.32%（6.31年）

7.00%（3.92年）

6.10%（2.04年）

4.61%（4.66年）

3.93%（5.14年）

2.93%（4.46年）

1.48%（8.98年）

4.12%（7.91年）
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✓ 新興国の経済状況 

・ 貿易収支も黒字に転換し、外貨準備高は大幅に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

上記の図における新興国とは、MSCIエマージング･マーケット･インデックスの構成国（ブラジル、アルゼンチン、チリ、
メキシコ、コロンビア、韓国、中国、インド、インドネシア、マレーシア、タイ、台湾、ロシア、ポーランド、チェコ、
ハンガリー、トルコ、南アフリカ、エジプト、イスラエル、ヨルダン、モロッコ、パキスタン、ペルーおよびフィリピ
ン）を指します。 
マザーファンドの参考指標の構成国とは異なるものです。また、マザーファンドは、上記の国に必ず投資するものではあ
りません。 
 

 

金利リスク金利リスク

先進国ソブリン債券 新興国現地通貨

ソブリン債券

金利リスク金利リスク

為替リスク為替リスク
為替リスク為替リスク

カントリー・カントリー・

リスクリスク

カントリー・カントリー・

リスクリスク

カントリー・リスクとは...

（イメージ図）

カントリー・リスクとは、国の信用力を表す言葉です。

ある国のソブリン債券等に投資した資金（元本や利息など）

を回収できなくなる可能性（不確実性）の大きさを表します。

海外に投資を行った場合、

投資先の国の財政状況の変化や政治的要因（選挙や戦争

など）などによって金融・証券市場が混乱し、結果として投資

した資産が回収できなくなったり、価格が大きく変動して損失

を被ることがあります。

これをカントリー・リスクといい、特に先進諸国よりも財政や

政治の状況が脆弱な新興国に投資する場合、カントリー・リ

スクが比較的大きくなると考えられます。

金利リスク金利リスク

先進国ソブリン債券 新興国現地通貨

ソブリン債券

金利リスク金利リスク

為替リスク為替リスク
為替リスク為替リスク

カントリー・カントリー・

リスクリスク

カントリー・カントリー・

リスクリスク

カントリー・リスクとは...

（イメージ図）

カントリー・リスクとは、国の信用力を表す言葉です。

ある国のソブリン債券等に投資した資金（元本や利息など）

を回収できなくなる可能性（不確実性）の大きさを表します。

海外に投資を行った場合、

投資先の国の財政状況の変化や政治的要因（選挙や戦争

など）などによって金融・証券市場が混乱し、結果として投資

した資産が回収できなくなったり、価格が大きく変動して損失

を被ることがあります。

これをカントリー・リスクといい、特に先進諸国よりも財政や

政治の状況が脆弱な新興国に投資する場合、カントリー・リ

スクが比較的大きくなると考えられます。

【先進国ソブリン債券と新興国現地通貨ソブリン債券とのリスク比較】

出所：IMF、J.P.モルガン･インベストメント･マネージメント･インク
2007年8月現在

2007年は予測データ

（10億米ドル）

貿易収支（左軸） 輸出（対GDP比、右軸） 外貨準備高（左軸） 対外債務（対GDP比、右軸）

出所：IMF、J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク
2007年8月現在
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【新興国の外貨準備高と対外債務の推移】【新興国の貿易収支と輸出の推移】
（期間：1978年～2007年（予測））

出所：IMF、J.P.モルガン･インベストメント･マネージメント･インク
2007年8月現在

2007年は予測データ

（10億米ドル）

貿易収支（左軸） 輸出（対GDP比、右軸） 外貨準備高（左軸） 対外債務（対GDP比、右軸）外貨準備高（左軸） 対外債務（対GDP比、右軸）

出所：IMF、J.P.モルガン・インベストメント・マネージメント・インク
2007年8月現在

（10億米ドル）

（年）（年）

-
1
0
0

0

100

200

300

400

500

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

19
78

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

0%

10%

20%

30%

40%

50%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

19
78

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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（期間：1978年～2007年（予測））
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✓ ポートフォリオで保有する債券の平均格付は、ＢＢ－（Ｓ＆Ｐ社）またはＢａ３（ムー

ディーズ・インベスターズ・サービス・インク（以下、「ムーディーズ社」といいます。））

以上に維持します。 

・ 平均格付の算出にあたり、個々の債券の銘柄が上記の各格付機関から異なる格付を得

ている場合は、最も高い格付により判断し平均を算出します。 

・ ＪＰＭＩＭ社は上記のいずれの格付機関からも格付を付与されていない債券にも投資

する場合がありますが、当該債券に投資した場合の平均格付は、ＪＰＭＩＭ社の判断に

より当該債券をＳ＆Ｐ社またはムーディーズ社の格付にあてはめた上で算出します。 

 

④ 当ファンドは、毎月19日＊１に決算を行い、原則として、繰越分を含めた配当等収益から分配

金額を決定します。ただし、２、５、８、11月の計算期間終了日には、当該配当等収益に加え

て、繰越分を含めた信託約款第39条第１項第２号に定める売買益から分配を行う＊２こともあり

ます。また、必ず分配を行うものではありません。 

＊１ 19日が休業日の場合は翌営業日となります。また、最初の計算期間終了日は平成20年５月19日です。 

＊２ 「繰越分を含めた信託約款第39条第１項第２号に定める売買益」から行う分配を以下「ボーナス分配」と
いいます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 上記は収益分配のイメージ図であり将来の分配を保証するものではありません。 

（注２） 分配金額は、金利、為替などの影響を受けて変動します。分配金額は、委託会社が基準価額水準、
市況動向等を勘案し決定いたします。必ず分配を行うものではありません。 

（注３）２、５、８、11月の計算期間終了日には、ボーナス分配を行うことを目指しますが、必ず分配を行
うものではありません。売買益がある場合でも、ボーナス分配を行わないこともあります。 

 

⑤ 原則として、為替ヘッジは行いません。 

ただし、経済事情や投資環境の急変が起きた場合等には、委託会社の判断により当ファンド

において為替ヘッジを行うことがあります。 

マザーファンドにおいては、円貨に対する為替ヘッジは行いません。ただし、マザーファン

ドで保有する債券について、市況に応じてＪＰＭＩＭ社が必要と判断した場合は、その建値以

外の通貨（円以外）に基づく為替リスクをヘッジするために、機動的に為替先物予約取引を行

うことがあります。 

（分配金お支払いのイメージ図）

1月 2月 3月 4月 5月

決算 決算 決算

分配

6月

＋
ボーナス分配

7月 8月 9月 10月 11月 ・・・12月

分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配

決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算

＋
ボーナス分配

＋
ボーナス分配

＋
ボーナス分配

（分配金お支払いのイメージ図）
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決算 決算 決算
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＋
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＋
ボーナス分配
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分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配 分配

決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算 決算

＋
ボーナス分配

＋
ボーナス分配

＋
ボーナス分配

＋
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＋
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＋
ボーナス分配
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(2) ファンドの仕組み 

(イ)仕組図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ)当ファンドおよびマザーファンドの委託会社および関係法人の名称、役割、委託会社等が締結

している契約等の概要 

① ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（委託会社） 

  当ファンドおよびマザーファンドの委託会社として、受益権の発行、信託財産の運用指図、目

論見書および運用報告書の作成等を行います。 

② りそな信託銀行株式会社（受託会社） 

（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 

  委託会社との契約により、当ファンドおよびマザーファンドの受託会社として、信託財産の保

管・管理業務および信託財産の計算等を行います。 

③ Ｊ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・インク (投資顧問会社) 

  委託会社との契約により、マザーファンドに関し、委託会社から運用の指図に関する権限の委託を受

け、マザーファンドの運用指図を行います。 

④ 販売会社 

  委託会社との契約により、当ファンドの販売会社として、受益権の募集の取扱い、目論見書の

交付、運用報告書の交付代行、収益分配金の再投資に関する事務、収益分配金・一部解約金・償

還金の支払い等を行います。 

 

(ハ)委託会社の概況 

① 資本金 2,218百万円（平成20年11月18日現在） 

② 会社の沿革 

  昭和46年 ジャーディン・フレミング、日本市場の成長性に着目し東京に駐在員事務所を開設 

  昭和60年 ジャーディン・フレミング投資顧問株式会社設立、有価証券に係る投資顧問業の規

制等に関する法律施行に伴い、同社は昭和62年に投資一任契約にかかる業務の認可

を受ける。 

  平成２年 ジャーディン・フレミング投信株式会社設立 

  平成７年 ジャーディン・フレミング投資顧問株式会社とジャーディン・フレミング投信株式

会社が合併し、ジャーディン フレミング投信・投資顧問株式会社となる。 

  平成13年 ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会

社に商号変更 

  平成18年 ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社に商号変更 

  平成20年 ＪＰモルガン信託銀行株式会社より資産運用部門の事業を譲受 

③ 大株主の状況（平成20年11月18日現在） 

名       称 住    所 所有株式数(株) 比率(％)

ジェー・ピー・モルガン・ 

アセット・マネジメント（アジア）インク 
米国デラウェア州 56,265 100 

投資

投資

損益

新興国の
ソブリン
債券等 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨

ソブリン・マザーファンド 
（適格機関投資家専用） 

損益 
 

（投資顧問会社）

運用指図

申込金 申込金

収益分配金 
一部解約金等 

投資信託受益権等 
の募集･販売の 
取扱い等に関する契約

証券 
投資信託契約

申込者 

 

(受益者) 

 

 

(販売会社) 

 

 

(委託会社) 

 

 

(受託会社)

収益分配金 
一部解約金等

自動けいぞく投資契約 

（「自動けいぞく投資 

コース」の場合） 

りそな・ＪＰＭ新興国

現地通貨ソブリン・

ファンド（毎月決算型）

投資運用委託契約

投資

損益
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２ 投資方針 
 

(1) 投資方針 

(イ) 運用方針 

  当ファンドは、主として新興国のソブリン債券を投資対象とするマザーファンドの受益証券

を主要投資対象とし、安定的かつ高水準の配当等収益の確保と信託財産の中長期的な成長を目

指して運用を行います。 

 

(ロ) 投資態度 

  マザーファンドにおける運用のプロセスは次のとおりです。 

  （なお、資金動向や市況動向により、次のような運用ができない場合もあります。） 

  マザーファンドにかかる運用の指図に関する権限の委託を受けたＪＰＭＩＭ社は、以下のプ

ロセスにしたがい運用を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ1：投資対象国の信用力を分析

市場要因

・資金の流入／流出
・市場の方向性
・市場間の連動性

両方の要因による情報を基に、それぞれの
新興国について、以下の要素を分析する。

現地通貨建てのソブリン
債券を中心に銘柄選定を
行う。

割安度、流動性等を勘案
して、どの債券に投資す
るかの判断を行う。

ステップ2：

国別配分の決定

上記2点に加え市場要因を

加味して検討し、国別配分
を決定する。

割安と判断する国（信用力
から見て利回りが高い国）
の債券を多く組入れる。

ステップ3：

個別債券の銘柄選択

• 各国の信用力
（ステップ１で分析）

• 債券の市場価格（利回り）

ステップ4：

ポートフォリオ構築

運用ガイドラインに沿っ
て、ポートフォリオの構築
を行う。

ポートフォリオ全体での
信用リスク、金利リスク
等の管理を行う。

グローバル要因

・世界経済の成長
・主要国の金融政策
・新興国の債券市場以外の金
融市場の動向

• 債務を返済する能力

• 経済改革の進展度合い

• 総合的な信用力

各国個別の要因

・財政の状況、財政政策
・金融政策
・マクロ経済指標
・ミクロ経済指標 ・社会情勢

ステップ1：投資対象国の信用力を分析

市場要因

・資金の流入／流出
・市場の方向性
・市場間の連動性

両方の要因による情報を基に、それぞれの
新興国について、以下の要素を分析する。

現地通貨建てのソブリン
債券を中心に銘柄選定を
行う。

割安度、流動性等を勘案
して、どの債券に投資す
るかの判断を行う。

ステップ2：

国別配分の決定

上記2点に加え市場要因を

加味して検討し、国別配分
を決定する。

割安と判断する国（信用力
から見て利回りが高い国）
の債券を多く組入れる。

ステップ3：

個別債券の銘柄選択

• 各国の信用力
（ステップ１で分析）

• 債券の市場価格（利回り）

ステップ4：

ポートフォリオ構築

運用ガイドラインに沿っ
て、ポートフォリオの構築
を行う。

ポートフォリオ全体での
信用リスク、金利リスク
等の管理を行う。

グローバル要因

・世界経済の成長
・主要国の金融政策
・新興国の債券市場以外の金
融市場の動向

• 債務を返済する能力

• 経済改革の進展度合い

• 総合的な信用力

各国個別の要因

・財政の状況、財政政策
・金融政策
・マクロ経済指標
・ミクロ経済指標 ・社会情勢
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(2) 投資対象 

  当ファンドの投資対象および運用の指図範囲につきましては、信託約款をご参照ください。 

（参考）マザーファンドの投資対象 

  投資対象および運用の指図範囲につきましては、りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・

マザーファンド（適格機関投資家専用）信託約款（以下「マザーファンド信託約款」といいま

す。）をご参照ください。 

 

(3) 運用体制 

・ 運用体制 

  以下の運用体制は、当ファンドの主要投資対象であるマザーファンド受益証券にかかるもの

です。 

① マザーファンドの運用を担当するエマージング債券運用チームは、ＪＰＭＩＭ社のグロー

バル債券運用グループに属しています。＊ また、同チームは６名（2008年９月末現在）で構

成されております。 

グローバル債券運用グループは、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グループに

含まれる米国内外の運用会社内または運用会社間で横断的に組織され、グローバルな戦略に

対する調査・分析を行っているグループです。マザーファンドの運用を担当するエマージン

グ債券運用チームは、他の運用グループまたは他の運用チームからの情報のインプットを受

け、実際の投資判断を行います。 

 ＊ マザーファンドの運用の委託先であるＪＰＭＩＭ社は、「ＪＰモルガン・アセット・マネジメント」グ

ループの一員であります。そのため、運用体制については、ＪＰＭＩＭ社を含めた「ＪＰモルガン・アセッ

ト・マネジメント」グループのものを記載しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（2008年９月末現在） 

 

② エマージング・リサーチ・チームは、新興国の経済状況等を調査します。 

③ 運用チームは、エマージング・リサーチ・チームの調査結果をもとに、個別銘柄の売買を

行い、最適なポートフォリオの構築を行います。その際、グローバル・エマージング・マー

ケット株式運用グループ、グローバル通貨運用グループおよびグローバル債券運用グループ

内の他の運用チームからの情報のインプットを受けた上で、最終的な投資判断を行います。 

 

グローバル債券運用グループ 

インプット

エマージング債券運用チーム 

運用チーム 
・債券の売買 
・ポートフォリオの構築 

エマージング・リサーチ・チーム 
・新興国の経済状況等を調査 

グローバル・エマージング・マーケット株式運用グループ

グローバル通貨運用グループ 
その他のグローバル債券運用グループの運用チーム
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・委託会社による、マザーファンドの運用の指図に関する権限の委託先および受託会社に対する管

理体制 

  委託会社は、マザーファンドの運用の指図に関する権限の委託先の管理については、社内規程

を定め、その規定にしたがい、運用商品管理部門が運用体制の状況や運用の基本方針に沿った運

用業務の遂行の確認等を行うことにより管理しております。 

また、受託会社の管理については、委託会社の事務管理部門において、日々の業務を通じ、受

託会社の管理体制および知識・経験等を評価しております。また、必要に応じミーティングを行

い、受託会社の業務の状況を確認しております。 

 

(4) 分配方針 

毎計算期間終了時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

① 分配対象収益の範囲 

  計算期間終了日（原則毎月19日。19日が休業日の場合は翌営業日。ただし、最初の計算期間終

了日は平成20年５月19日とします。）における、信託約款第39条第１項各号に定める受益者に分

配することができる額と、分配準備積立金の合計額とします。 

② 分配対象収益の分配方針 

  委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案し、原則として、繰越分を含めた信託約款第39条

第１項第１号に定める配当等収益から分配金額を決定します。ただし、２、５、８、11月の計算

期間終了日には、当該配当等収益に加えて、繰越分を含めた信託約款第39条第１項第２号に定

める売買益から分配を行うこともあります。また、必ず分配を行うものではありません。 

③ 収益を留保した場合の留保益の運用方針 

  留保益の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の

運用を行います。 

＜参考＞ 

収益分配金の支払いについて 

① 収益分配金は、計算期間終了日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されてい

る受益者（当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前において一部解約が行われた受益権に

かかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前に設定された受

益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権について

は原則として取得申込者とします。）に、原則として計算期間終了日から起算して５営業日目

までにお支払いを開始します。 

②「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、収益分配金は税引き後無手数料で再投資さ

れますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 
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(5) 投資制限 

(イ)信託約款は、委託会社による当ファンドの運用に関して一定の制限および限度を定めています。 

 詳しくは信託約款をご参照ください。 

（参考）マザーファンドの投資制限 

マザーファンドの信託約款は、委託会社によるマザーファンドの運用に関して一定の制限およ

び限度を定めています。 

  詳しくはマザーファンド信託約款をご参照ください。 

 

(ロ)投資信託及び投資法人に関する法律および金融商品取引業等に関する内閣府令には以下のよう

な投資制限があります。（マザーファンドにも同様の投資制限があります。） 

① 委託会社は、同一の法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行う全ての委託

者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該株式

に係る議決権の総数に100分の50を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、当該株式

を当ファンドの信託財産をもって取得することを受託会社に指図してはなりません。 

② 委託会社は当ファンドの信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場そ

の他の指標にかかる変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委

託会社が定めた合理的な方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる

場合において、デリバティブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは

証書にかかる取引および選択権付債券売買を含む。）を行い、または継続することを受託会社

に指図してはなりません。 
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３ 投資リスク 
(1) リスク要因 

  当ファンドは、実質的に同一の運用の基本方針を有するマザーファンドの受益証券を主要投

資対象として運用を行うため、以下に説明するような、マザーファンドのリスクと同等のもの

を伴います。以下のリスクおよび留意点に関する説明は特に記載のない限り、マザーファンド

についてのものですが、当該リスクおよび留意点は結果的に当ファンドに影響を及ぼすもので

す。なお、以下の説明は、全てのリスクについて記載したものではなく、それ以外のリスクも

存在することがあります。 

  マザーファンドは、主に外国有価証券を投資対象としますので、組入有価証券の価格の下落

や、組入有価証券の発行体の財務状況の悪化や倒産等の影響により、その信託財産の価値が下

落し、その結果当ファンドが損失を被ることがあります。また、為替の変動により損失を被る

ことがあります。当ファンドに生じた利益および損失は、全て受益者に帰属します。したがっ

て、当ファンドは元金が保証されているものではありません。 

① 信用リスク 

  信用リスクとは、債務者の倒産や財務状況の悪化、あるいは債務者の所在する国家の政情不

安などにより、債務者が債権者に対して元金や利息をあらかじめ決められた条件で支払うこと

ができなくなるリスクをいいます。一般に、債務者にそのような状況が生じた場合またはそれ

が予想される場合には、債券やコマーシャル・ペーパー等の短期金融商品の価格は下落（価格

がゼロになることもあります。）することにより、マザーファンドの信託財産の価値が下がる

要因となります。 

  また、信用リスクが大きくなることにより、債務者（発行体）の格付けが下がることに伴いそ

の発行する債券やコマーシャル・ペーパー等の短期金融商品の価格が下落することもあります。 

  マザーファンドでは、ソブリン債券以外の債券にも投資を行います。その場合、ソブリン債

券に投資するより、信用リスクが大きくなる場合もあります。 

② 為替変動リスク 

  マザーファンドは、主として外貨建資産に投資しますが、円貨に対する為替ヘッジは、当

ファンドにおいては原則として行わず、またマザーファンドにおいては一切行いません。この

ため、為替相場の変動により、マザーファンドの信託財産の価値が変動することがあります。

経済事情や投資環境等の急変などが起きた場合、委託会社の判断により当ファンドにおいて為

替ヘッジを行うことがありますが、その場合でも為替変動リスクを完全に排除できるものでは

ありません。 

③ 低格付の債券への投資に伴うリスク 

  格付の低い債券は、上位に格付された債券に比べて、企業の経営不振・倒産や、国家の政

情・財政不安などにより、債務者が債権者に対して契約に定められた元利金支払いを履行出来

ない状態になる（以下「デフォルト」といいます。）リスクが高くなります。デフォルトが生

じた場合あるいはデフォルトが予想される場合、債券の価格が大きく下落することにより、マ

ザーファンドの信託財産の価値が下がる要因となります。 

  また、格付の低い債券は、金利の変化につれて価格が変動する債券としての性格を持つとと

もに、株式に類似した特質を併せ有しています。このため、個々の企業の業績、財務内容の変

化や全般的な景気動向の影響を強く受け、債券価格は格付の引き上げ、引き下げなどによって

上下に大きく変動します。 

④ 金利変動リスク 

  金利変動リスクとは、金利変動により債券価格が変動するリスクをいいます。一般に、金利

が上昇した場合には、債券価格が下落します。各債券の値動きの幅は、残存期間、発行体、債

券の種類等に左右されます。 
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⑤ 新興国への投資に伴うリスク 

  マザーファンドの投資対象とする新興国の債券への投資については、新興国における政治・

社会的不確実性、決済システム等市場インフラの未発達、有価証券が取引される市場、情報開

示制度、会計基準、法制度等の未整備、監督当局による監督体制の未成熟、外国への送金規制、

為替レートの高い変動率等に伴い、運用上予期しない制約を受けるなどのリスクが想定されま

す。また、通貨危機に直面した場合には、新興国における急激な金利上昇、債券価格の暴落、

発行体のデフォルト等のリスクが高くなります。 

  マザーファンドの投資対象とする新興国においては、金融市場や政情に起因する諸問題が有

価証券や通貨に及ぼす影響が先進国より大きいことがあり、また政府当局が様々な規制を一方

的に導入することがあります。それらの国における有価証券・通貨市場は、規模が小さく流動

性が低い場合があり、その結果それらの市場において取引される有価証券・通貨の価格変動が

大きくなることがあります。 

  マザーファンドの投資対象とする新興国の税制は、先進国と異なる場合があります。また、

それらの国における税制が一方的に変更されたり、新たな税制が適用されたりすることもあり

ます。 

  以上のような要因は、マザーファンドの信託財産の価値を大幅に変動または下落させる可能

性があります。 

⑥ 仕組債のリスク 

  マザーファンドで投資する仕組債は、先物、オプション、スワップ取引等のデリバティブ商

品を用いて、仕組債の発行体以外の発行体が発行した債券にかかる信用リスク、為替リスク、

金利リスク等を当該債券に付与させたものです。マザーファンドが仕組債に投資した場合は、

これらのリスクに加えて、当該債券の発行体自体の信用リスクも生じます。 

⑦ デリバティブ商品のリスク 

  マザーファンドは、先物、オプション、スワップ取引等のデリバティブ商品を用います。デ

リバティブ商品は、その他の投資手段と比較して、金利等の市場環境の変動に対してより大き

く価格が変動するため、マザーファンドの信託財産の価値はデリバティブ商品を用いない場合

と比べてより大きく変動する場合があります。ヘッジ目的でデリバティブ商品を利用した場合

でも、意図した効果をもたらさず損失または収益機会の逸失の原因となる場合があります。デ

リバティブ商品の取引契約の相手に債務不履行が生じた場合は損失を生じる可能性があります。

デリバティブ商品の種類によってはコストが発生しマザーファンドの収益をその分減少させる

ことがあります。 

  デリバティブ商品を利用する際には、ブローカーに取引にかかる証拠金（現金または有価証

券）を差し入れなければならないことがあります。そのような証拠金の保全にかかる制度は、

ブローカーの所在国やデリバティブ商品の取引市場によって異なり、また個々のブローカーと

の取引条件によって異なることもあります。その結果、証拠金を差し入れたブローカーに対す

る信用リスクが発生することがあり、当該ブローカーが倒産等の破綻状況に陥った場合は、証

拠金の全額を失う可能性があります。 

⑧ 流動性のリスク 

  急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境

に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、機動的に有価証券等

を売買できないことがあります。このような場合には、当該有価証券等の価格の下落により、

マザーファンドの信託財産の価値が影響を受けることがあります。 

⑨ 受益者（投資家）の解約・追加による資金流出入に伴うリスクおよび留意点 

  一度に大量の解約があった場合に、解約資金の手当てをするため保有証券を大量に売却する

ことがあります。その際にマザーファンドの信託財産の価値が大きく変動する可能性がありま
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す。また、大量の資金の追加があった場合には、原則として、迅速に有価証券の組入れを行い

ますが、買付け予定銘柄によっては流動性などの観点から買付け終了までに時間がかかること

もあります。さらに、マザーファンドを投資対象とする他のファンドが設定されている場合に

は、当該ファンドの解約・追加により同様の資金流出入に伴うリスクがあります。 

⑩ 投資方針の変更について 

  経済情勢や投資環境等の変化、および投資効率等の観点などから、当ファンドまたはマザー

ファンドの投資対象および投資手法の変更を行う場合があります。さらに、マザーファンドの

運用の指図に関する権限の委託先を変更する場合があります。 

⑪ 繰上げ償還等について 

  当ファンドは、設定から１年経過以降、信託財産の純資産総額が20億円を下回ることとなっ

た場合、委託会社が受益者のため有利であると認めた場合、またはやむを得ない事情が発生し

た場合には、信託期間の途中であっても、繰上げ償還することがあります。 

  また、投資環境の変化等により、委託会社が当ファンドの申込期間を更新しないことや申込

みの受付を停止することがあります。この場合は新たに当ファンドを購入することはできなく

なります。 

⑫ 予測不可能な事態が起きた場合等について 

  その他予測不可能な事態（天変地異、クーデター等）が起きたときなど、市場が混乱するこ

とが考えられます。このような場合に、有価証券が取引される市場の取引停止等やむを得ない

事情があるときは、一時的に当ファンドの受益権およびマザーファンドの受益証券が換金でき

ないこともあります。また、これらの事情や有価証券の売買にかかる代金の受渡しに関する障

害が起きた場合などには、当ファンドの受益権の換金代金の支払いが遅延することや、一時的

に当ファンドおよびマザーファンドの運用方針に基づいた運用ができなくなるリスクがありま

す。 

  さらに、当ファンドおよびマザーファンドは、短期間に大量の解約があった場合等に、信託

財産が十分な資産規模にならないことがあり得ます。その場合、本書で説明する運用方針およ

び投資態度に完全に合致した運用ができないおそれがあり、その結果当ファンドおよびマザー

ファンドの信託財産の価値が大きく変動したり、適切な資産規模の場合と比較して収益性が劣

ることとなる可能性があります。 
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(2) 投資リスクに関する管理体制 

① 運用のリスク管理体制 

  以下は、マザーファンドの運用を行うＪＰＭＩＭ社におけるものです。 

  ＪＰＭＩＭ社は、安定的な超過収益を確保するために、適正なリスク管理を行います。 

・ 金利変動リスクについては、ＪＰＭＩＭ社が確立したデュレーション運用プロセスにより

柔軟なデュレーション運用を行うことにより管理します。また、ＪＰＭＩＭ社が開発したシ

ステムにより、随時、投資判断に修正を加えていきます。 

・ 信用リスクについては、格付機関による格付けに加えて、ＪＰＭＩＭ社独自の信用調査に

よる社内評価を活用することで、正確で迅速な投資判断を行うことにより管理します。また、

債券の売買の取引相手の信用調査も行います。 

・ 運用のプロセスに内在するリスク（プロセス・リスク）については、法令の遵守の確認お

よび運用の評価を会議にて行うことにより管理します。 

・ 運用対象商品の構造上のリスクについては、専門の調査スタッフが、コール条項、期限前

償還等の各商品に内在するリスクを分析することにより管理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2008年９月末現在） 

 

 

 マザーファンドで保有する債券について、その建値以外の通貨（円以外）に基づく為替リ

スクをヘッジするために、為替先物予約取引を行うことがありますが、その場合リスク・マ

ネジメント部門が日々ヘッジ状況をモニターします。 
 

② 為替ヘッジについてのリスク管理体制 

  円貨に対する為替ヘッジは、当ファンドにおいては原則として行わず、またマザーファンド

においては一切行いません。ただし、経済事情や投資環境等の急変などが起きた場合、委託会

社の判断により当ファンドにおいて、円貨に対する為替ヘッジを行うことがあります。当ファ

ンドにおいて上記の為替ヘッジが行われた場合は、委託会社のリスク管理部門が日々ヘッジ状

況をモニターします。 

 

運用対象商品の構造上のリスク 
・各商品に内在するリスクの分析（コール条項、期限前償還等） 
・専門の調査スタッフ

プロセス・リスク
・法令の遵守 ・運用の評価会議 

信用リスク
・信用調査（社内評価） ・取引相手の信用調査

金利変動リスク
・確立したデュレーション運用プロセス
・ＪＰＭＩＭ社独自のシステム ・柔軟なデュレーション運用

リスク管理

運用対象商品の構造上のリスク 
・各商品に内在するリスクの分析（コール条項、期限前償還等） 
・専門の調査スタッフ

プロセス・リスク
・法令の遵守 ・運用の評価会議 

信用リスク
・信用調査（社内評価） ・取引相手の信用調査

金利変動リスク
・確立したデュレーション運用プロセス
・ＪＰＭＩＭ社独自のシステム ・柔軟なデュレーション運用

リスク管理
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４ 手数料等及び税金 

 

(1) 申込手数料 

① 発行価格に販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。ただし、有価証券届出書提

出日現在、販売会社における手数料率は、3.675％（税抜3.5％）が上限となっています。 

  手数料率は、販売会社に問合わせることにより知ることができます。 

② 「自動けいぞく投資契約」に基づいて収益分配金を再投資する場合は無手数料とします。 

 

  販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。 

  照会先： 

  ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

  TEL：０３－６７３６－２３５０ 

  （受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

  HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp 

 

   当ファンドによるマザーファンド受益証券の取得に申込手数料はかかりません。 

 

(2) 換金手数料 

 当ファンドの換金時に換金手数料はかかりません。 

 

 マザーファンド受益証券の換金時に換金手数料はかかりません。 

 

(3) 信託報酬等 

  委託会社および受託会社の信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、前営業

日の信託財産の純資産総額に対し年率1.8375％（税抜1.75％）を乗じて得た額とします。 

  委託会社は、収受した信託報酬から販売会社に対し、委託会社が販売会社に委託した業務に

対する報酬を支払います。その結果、実質的な信託報酬の配分は、次のとおりとなります。 

委託会社 販売会社 受託会社 
信託報酬の配分 

（純資産総額に対し） 
年率0.8925％ 

（税抜0.85％） 

年率0.8925％ 

（税抜0.85％） 

年率0.0525％ 

（税抜0.05％） 

  信託報酬は、毎計算期間終了日および信託終了日の翌営業日に信託財産中から支弁されます。 

  委託会社の受ける報酬には、マザーファンドの運用委託に係るＪＰＭＩＭ社への報酬（信託

財産の純資産総額に対し年率0.35％）が含まれています。 
 

  マザーファンドにおいては、信託報酬はかかりません。 
 

(4) その他の手数料等 

その他、以下の費用を信託財産で負担します。 

① 有価証券取引、先物取引およびオプション取引にかかる費用（売買委託手数料）が実費でか

かります。 

② 外貨建資産の保管費用が実費でかかります。 

③ 信託財産に関する租税（キャピタル・ゲイン税は、保有有価証券の売却時に発生し、その課

税額は期間按分等の調整を行うことなく税額が確定次第、速やかに全額がマザーファンドに費

用計上されます。）、信託事務の処理に関する諸費用、受託会社の立替えた立替金の利息およ

び借入金の利息が実費でかかります。 
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④ 仕組債に投資する場合、その発行体が発行に関連する費用を発行価格に転嫁している場合が

あります。この場合、当ファンドは間接的に当該費用を負担することとなります。 

⑤ 投資信託もしくは外国投資信託の受益証券、投資証券、または外国投資証券（以下総称して

「投資信託証券」といいます。）に投資する場合には、当該投資信託証券にかかる投資信託、

外国投資信託、投資法人または外国投資法人内において発生する、以下のような費用が間接的

に当ファンドの負担となります。 

（a）運用報酬 

（b）運用に付随して発生する費用 

（c）法人の運営のための各種の費用（投資法人および外国投資法人のみ） 

  また、投資信託証券の銘柄によっては上記以外の費用がかかる場合があります。上記の費用

は、当ファンドにおいて投資する銘柄やその投資比率が固定されているものではなく、また、

銘柄ごとに種類、金額および算出方法が異なり、費用の概要を適切に記載することが困難なこ

とから、具体的な種類、金額および計算方法を記載しておりません。 

⑥ 当ファンドの監査費用は、実際に委託会社が支払った費用について信託財産から支弁を受け

る方法に代えて、信託財産の純資産総額に年率0.021％（税抜0.02％）を乗じて得た額（ただし、

年間315万円（税抜300万円）を上限とします。）を当該監査に要する諸費用とみなし、そのみ

なし額の支弁を、毎計算期間終了日および信託終了のとき信託財産中から受けるものとします。 

  委託会社が信託財産から支弁を受ける金額については、計算期間を通じて毎日費用計上する

ものとします。 

 
マザーファンドにおいても、上記①から⑤の費用を負担します。 

 
上記①から⑥までの手数料等の合計額は、当ファンドおよびマザーファンドの運用状況によ

り変動し、事前に確定しておらず、また受益者が当ファンドの受益権を保有する期間その他の

要因により変動しますので、表示することができないことから、記載しておりません。当該手

数料等は、当ファンドより間接的にご負担いただきます。 
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(5) 課税上の取扱い 

 日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱

いとなります。（下記の税制は平成20年10月末のものです。） 

 なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。 

 

① 個別元本について 

  追加型株式投資信託＊については、受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料および

当該申込手数料にかかる消費税等は含まれません。）が当該受益者の元本(個別元本)にあた

ります。 

＊ 「追加型株式投資信託」とは、信託約款上の株式の組入れが可能な投資信託をいいます。当ファンドは、

主に新興国の債券に投資するマザーファンドを主要投資対象としますが、信託約款上の株式の組入れが

可能なため、課税上は追加型株式投資信託の扱いとなります。以下同様です。 

  受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信

託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 

  ただし、同一販売会社であっても、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の両

コースで取得する場合にはそれぞれ別個に、個別元本が計算される場合があります。また、

同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを取得する場合は当該支店等毎に個別元

本の算出が行われる場合があります。 

  受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分

配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「特別分配金」につい

ては、下記の「③ 収益分配金の課税について」をご参照ください。） 

 

② 一部解約時および償還時の課税について 

  一部解約時および償還時の個別元本超過額が課税対象となります。 

  （注）平成21年１月１日＊１より、個人の受益者の場合、上場株式等＊２の譲渡益が譲渡所得

等＊３として課税対象となります。譲渡益は、解約価額または償還価額から取得費＊４

を控除した額です。法人の受益者の場合は、引き続き一部解約時または償還時の個

別元本超過額が課税対象となります。 

＊１ 平成21年１月１日以降に、一部解約時においては一部解約の日、償還時においては償還日が到来したも

のが該当します。詳細は販売会社または税務専門家（税務署等）にご確認ください。 

＊２ 租税特別措置法第37条の11の３第２項（平成21年１月１日施行（施行日は所得税法等の一部を改正する

法律（平成20年法律第23号）附則第1条（施行期日）第１項第３号に規定、以下施行日に関しては同

じ。））に規定されるものをいいます。例えば、上場株式、上場特定株式投資信託（ＥＴＦ）、上場特

定不動産投資信託（ＲＥＩＴ）および公募株式投資信託（当ファンドを含みます。）です。（以下同

じ。） 

＊３ 租税特別措置法第37条の10（平成21年１月１日施行）に規定されるものをいいます。（以下同じ。） 

＊４ 個別元本に申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等を加算した額です。（以下同じ。） 

 

③ 収益分配金の課税について 

  追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いと

なる「特別分配金」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

  受益者が収益分配金を受け取る際、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別

元本と同額の場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の

全額が普通分配金となります。また、当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別

元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金か

ら当該特別分配金を控除した額が普通分配金となります。 

  なお、受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該

特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

 

－ 20 －



 

④ 法人、個人別の課税の取扱いについて 

(a) 個人の受益者に対する課税 

  平成20年12月31日まで＊は下記のとおりとなります。 

 

  個人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部

解約時および償還時の個別元本超過額については、10％（所得税７％および地方税３％）の

税率による源泉徴収が行われ、申告不要制度も適用されます。 

  収益の分配および一部解約時･償還時の差益については配当課税が適用され、確定申告を行

うことにより、総合課税を選択することもできます。 

  一部解約時もしくは償還時に差損が発生した場合には、確定申告を行うことにより、上場

株式等（上場株式、ＥＴＦおよびＲＥＩＴを含みます。）の譲渡損益との損益通算が可能に

なります。 

  なお、収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金のみであり、特別分配

金は課税されません。 

＊ 平成20年12月31日までに、収益分配時においては決算日、一部解約時においては一部解約の日、償還時にお

いては償還日が到来したものが該当します。（「④ 法人、個人別の課税の取扱いについて」において、法令

の施行日以外の日付に関しては同様の基準です。）詳細は販売会社または税務専門家（税務署等）にご確認

ください。 

 

  平成21年１月１日より下記のとおりとなります。 

 

(イ)収益分配金 

  収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得となり、税率は20％（所

得税15％および地方税５％）となります。なお、収益分配金のうち所得税法上課税対象とな

るのは普通分配金のみであり、特別分配金は課税されません。 

  原則として、源泉徴収による申告不要制度が適用されます。また、確定申告を行い、申告

分離課税もしくは総合課税のいずれかを選択することもできます。 

 

  上記において、平成21年１月１日から平成22年12月31日までの２年間（以下「経過期間」

といいます。）について、特例措置が設けられています。詳細は下記Ａ.およびＢ.をご参照

ください。 

 

 Ａ．１年間に受ける上場株式等の配当等＊（１年間の支払金額が１万円以下の銘柄にかかるも

のを除く。）の合計額が100万円以下の受益者については、源泉徴収による申告不要制度が

適用され、原則確定申告は不要です。ただし、確定申告を行い、申告分離課税もしくは総

合課税のいずれかを選択することもできます。源泉徴収または申告分離課税の場合の税率

は10％（所得税７％および地方税３％）となります。 

 

 Ｂ．１年間に受ける上場株式等の配当等＊（１年間の支払金額が１万円以下の銘柄にかかるも

のを除く。）の合計額が100万円を超える受益者については、源泉徴収による申告不要制度

が適用されませんので、申告分離課税もしくは総合課税のいずれかを選択し、確定申告を

行うことが必要となります。申告分離課税の場合、100万円を超える部分についての税率は

20％（所得税15％および地方税５％）となります。 

＊ 租税特別措置法第８条の４（平成21年１月１日施行）に規定されるものをいいます。例えば、上場株式、

ＥＴＦおよびＲＥＩＴの配当金、ならびに公募株式投資信託（当ファンドを含みます。）の普通分配金

です。 
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(ロ)一部解約時・償還時 

  解約価額および償還価額から取得費を控除した差益は譲渡所得等として、申告分離課税と

なり、確定申告を行うことが必要となります。税率は20％（所得税15％および地方税５％）

となります。当該控除結果がマイナスの場合は「差損」となり、損益通算の対象となります。

（損益通算については後記＜損益通算について＞をご参照ください。） 

  税率については経過期間における特例措置が設けられ、１年間に受ける上場株式等の譲渡

所得等の合計額が500万円以下の部分については10％（所得税７％および地方税３％）の税率

が適用されます。 

  上記にかかわらず、販売会社において源泉徴収選択口座（特定口座）をご利用の場合確定

申告は不要となり、20％（所得税15％および地方税5％）の税率で源泉徴収されます。 

  税率については経過期間における特例措置が設けられ、10％（所得税７％および地方税

３％）の税率が適用されます。 

  ただし、経過期間においても、１年間に受ける上場株式等の譲渡所得等の合計額が500万円

を超える部分についての税率は20％（所得税15％および地方税５％）となります。この場合、

源泉徴収選択口座（特定口座）をご利用であっても、その超える年の上場株式等の譲渡所得

等について、源泉徴収による申告不要制度は適用されませんので、申告分離課税による確定

申告を行うことが必要となります。 

 

＜損益通算について＞ 

  公募株式投資信託（当ファンドを含みます。以下同じ。）の一部解約時、償還時および買

取請求時の差損、ならびにその他の上場株式等の譲渡損は、確定申告を行うことにより、公

募株式投資信託の一部解約時、償還時および買取請求時の差益ならびに分配金、ならびにそ

の他の上場株式等の譲渡益および配当金と損益通算が可能です。また、ある年の確定申告に

おける損益通算の結果譲渡益等から控除しきれない損失がある場合は、その翌年以降３年間

当該損失を繰越して、同様の損益通算において控除の対象とすることができます。ただし、

損益通算の対象となる公募株式投資信託の分配金およびその他の上場株式等の配当金は、申

告分離課税を選択したものに限ります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

 

(b) 法人の受益者に対する課税 

  法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部

解約時および償還時の個別元本超過額については、平成21年３月31日までは７％（所得税

７％）、平成21年４月１日以降は15％（所得税15％）の税率で源泉徴収され法人の受取額と

なります。なお、地方税の源泉徴収はありません。また、特別分配金は課税されません。 

 

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家（税務署等）に確認することをお勧めいたし

ます。 
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５ 運用状況 

 (1）投資状況 

  （平成20年９月30日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率(％)

親投資信託受益証券  3,054,621,308 100.06

現金・預金・その他の資産(負債控除後)  △1,724,881 △0.06

合計(純資産総額) 3,052,896,427 100.00

 （注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

親投資信託は、全て「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）」

です。（以下同じ。） 

 

（参考）りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用） 

  （平成20年９月30日現在）

資産の種類 国・地域 時価合計（円） 投資比率(％)

アメリカ 117,145,251 3.84 

マレーシア 14,655,063 0.48 

アルゼンチン 24,896,334 0.82 

メキシコ 577,599,934 18.88 

ブラジル 318,784,075 10.44 

トルコ 451,993,592 14.80 

ハンガリー 298,893,129 9.79 

ペルー 79,597,054 2.61 

ポーランド 350,307,917 11.47 

南アフリカ 148,611,191 4.87 

国債証券 

小計 2,382,483,540 78.00 

アメリカ 62,790,533 2.06 

イギリス 116,074,827 3.80 社債券 

小計 178,865,360 5.86 

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 493,168,272 16.14 

合計 (純資産総額) 3,054,517,172 100.00 

 （注1） 投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

 （注2） 上記の国・地域は、マザーファンドが保有する有価証券の発行地又は上場取引所の国・地域を表しており

ます。具体的な投資対象については、交付目論見書の「第二部 ファンド情報 第１ファンドの状況 １ 

ファンドの性格（１）ファンドの目的及び基本的性格（ニ）ファンドの特色」をご参照ください。 

 

 (2）投資資産 

  ① 投資有価証券の主要銘柄 

（平成20年９月30日現在） 

順

位 

国／ 

地域 
種類 銘柄名 口数 

帳簿価額

単価 

(円) 

帳簿価額 

金額 

(円) 

評価額 

単価 

(円) 

評価額 

金額 

(円) 

投資

比率

(％)

1 日本 
親投資信託

受益証券 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通

貨ソブリン・マザーファンド

（適格機関投資家専用） 

3,211,672,073 0.9737 3,127,213,727 0.9511 3,054,621,308 100.06
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（参考）りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用） 
（平成20年９月30日現在） 

順

位 

国／ 

地域 
投資国 種類 銘柄名 券面総額 

帳簿価額

単価 

(円) 

帳簿価額

金額 

(円) 

評価額

単価 

(円) 

評価額 

金額 

(円) 

利率 

(％) 
償還期限

投資

比率

(％)

1 
ポーラ

ンド 

ポーラ

ンド 

国債

証券 

 POLAND 6.25%  

 OCT15 1015 
7,645,000 4,479.49 342,457,095 4,485.28 342,900,038 6.25 2015/10/24 11.23

2 トルコ トルコ 
国債

証券 

 TURKEY GOVT 16% 

 MAR12 
4,350,000 7,929.74 344,943,924 7,683.63 334,238,274 16 2012/3/7 10.94

3 
ブラジ

ル 

ブラジ

ル 

国債

証券 

 BRAZIL 10% JAN17 

 NTNF 
6,640,000 4,416.17 293,234,052 4,338.14 288,052,925 10 2017/1/1 9.43

4 
メキシ

コ 

メキシ

コ 

国債

証券 

 MEXIC0 

 GOVT9.5%DEC14 M10 
26,730,000 981.53 262,364,365 985.54 263,435,044 9.5 2014/12/18 8.62

5 
メキシ

コ 

メキシ

コ 

国債

証券 

 MEXICO GOVT10% 

 DEC24 M20 
22,000,000 1,053.29 231,724,393 1,060.57 233,327,327 10 2024/12/5 7.64

6 
ハンガ

リー 

ハンガ

リー 

国債

証券 

 HUNGARY 8% FEB15 

 15/A 
356,000,000 61.39 218,563,376 60.05 213,804,443 8 2015/2/12 7.00

7 
南アフ

リカ 

南アフ

リカ 

国債

証券 

 S.AFRICA 13% 

 AUG10 R153 
11,330,000 1,310.23 148,449,205 1,311.66 148,611,191 13 2010/8/31 4.87

8 トルコ トルコ 
国債

証券 

 TURKEY FLT JAN11 

 182R 
1,400,000 8,472.84 118,619,818 8,411.09 117,755,318 20.24 2011/1/12 3.86

9 
ハンガ

リー 

ハンガ

リー 

国債

証券 

 HUNGARY 7.25% 

 JUN12 12/B 
136,990,000 58.74 80,474,621 57.40 78,644,925 7.25 2012/6/12 2.57

10 
メキシ

コ 

メキシ

コ 

国債

証券 

 MEXIC0 GOVT9% 

 DEC09 M17 
6,600,000 944.09 62,310,565 945.62 62,411,313 9 2009/12/24 2.04

11 
アメリ

カ 

コロン

ビア 

国債

証券 

 COLOMBIA GOVT 12% 

 OCT15 
1,189,000,000 4.93 58,734,306 5.03 59,848,953 12 2015/10/22 1.96

12 
アメリ

カ 

エジプ

ト 

国債

証券 

 EGYPT GOVT 

 8.75%JUL12REGS 
3,200,000 1,691.57 54,130,240 1,615.00 51,680,000 8.75 2012/7/18 1.69

13 
イギリ

ス 

インド

ネシア 

社債

券 

 DB VAR IDR  

 20JUL18 CLN 
400,000 13,636.54 54,546,176 12,456.05 49,824,212 0 2018/7/20 1.63

14 ペルー ペルー 
国債

証券 

 PERU 12.25%  

 AUG11 8-1 
1,250,000 3,961.19 49,514,978 3,818.31 47,728,961 12.25 2011/8/10 1.56

15 
アメリ

カ 

ドミニカ

共和国 

社債

券 

 CITI VAR DOP  

 JAN09 CLN 
342,000 9,951.00 34,032,439 10,024.54 34,283,927 0 2009/1/27 1.12

16 ペルー ペルー 
国債

証券 

 PERU GOVT6.9%  

 AUG37 REGS 
1,133,000 3,041.91 34,464,909 2,812.71 31,868,093 6.9 2037/8/12 1.04

17 
ブラジ

ル 

ブラジ

ル 

国債

証券 

 BRAZIL 6% MAY17  

 NTNB 
380,000 8,486.87 32,250,142 8,087.14 30,731,150 6 2017/5/15 1.01

18 
アメリ

カ 
ガーナ 

社債

券 

 CITI VAR GHS  

 JUN10 CLN B 
350,000 8,121.95 28,426,857 8,144.74 28,506,606 0 2010/6/9 0.93

19 
イギリ

ス 

ウガン

ダ 

社債

券 

 CITI VAR UGX  

 MAY11 CLN 
230,000 10,857.24 24,971,659 10,667.71 24,535,733 0 2011/5/30 0.80

20 
メキシ

コ 

メキシ

コ 

国債

証券 

 MEXICO GOVT8%  

 DEC13 MI10 
2,000,000 915.66 18,313,290 921.31 18,426,250 8 2013/12/19 0.60

21 
イギリ

ス 

ナイジ

ェリア 

社債

券 

 CITI VAR NGN  

 NOV13 CLN 
175,000 10,089.47 17,656,587 10,031.27 17,554,726 0 2013/11/27 0.57

22 
アルゼ

ンチン 

アルゼ

ンチン 

国債

証券 

 ARGENTINE NOBAC 

 FEB10 
450,000 3,311.03 14,899,665 3,330.96 14,989,333 17.6538 2010/2/10 0.49

23 
マレー

シア 

マレー

シア 

国債

証券 

 MALAYSIA4.262% 

 SEP16 1/06 
500,000 2,910.16 14,550,848 2,931.01 14,655,063 4.262 2016/9/15 0.48

24 
イギリ

ス 

インド

ネシア 

社債

券 

 DB VAR IDR 22 

 JUL18 CLN D 
110,000 13,415.15 14,756,668 12,456.05 13,701,658 12 2018/7/22 0.45

25 
イギリ

ス 
ロシア 

社債

券 

 CITI VAR RUB  

 JUL12 CLN 
100,000 10,359.07 10,359,071 10,458.49 10,458,498 0 2012/7/3 0.34

26 
アルゼ

ンチン 

アルゼ

ンチン 

国債

証券 

 ARGENTINE  

 GOVT10.5%JUN12 
460,000 2,245.13 10,327,618 2,153.69 9,907,001 10.5 2012/6/12 0.32

27 
ポーラ

ンド 

ポーラ

ンド 

国債

証券 

 POLAND 5.75% 

 SEP22 0922 
170,000 4,266.54 7,253,125 4,357.57 7,407,879 5.75 2022/9/23 0.24

28 
ハンガ

リー 

ハンガ

リー 

国債

証券 

 HUNGARY 7.5%  

 NOV20 20/A 
11,000,000 60.62 6,668,815 58.57 6,443,761 7.5 2020/11/12 0.21

29 
アメリ

カ 

ウルグ

アイ 

国債

証券 

 URUGUAY GOVT 5% 

 SEP18 
1,000,000 634.71 6,347,187 561.62 5,616,298 5 2018/9/14 0.18

（注）上記の国・地域は、マザーファンドが保有する有価証券の発行地又は上場取引所の国/地域を表しております。
なお、「投資国」には、第二部 ファンド情報 第１ファンドの状況 １ ファンドの性格 （１）ファンドの目
的及び基本的性格 （ニ）ファンドの特色の記載に基づき、どこの国への投資であるかを委託会社が分類し、記載
したものです。そのため、有価証券の発行地と実質的な事業活動が行われている地域が異なる場合等には、上記の
「国/地域」と「投資国」における国/地域名が異なる場合があります。 
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種類別投資比率 

 （平成20年９月30日現在）

種類 投資比率（％） 

親投資信託受益証券 100.06 

 

（参考）りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用） 

 （平成20年９月30日現在）

種類 投資比率（％） 

国債証券 78.00 

社債券 5.86 

 

  ② 投資不動産物件 

    該当事項はありません。 

 

  ③ その他投資資産の主要なもの 

    該当事項はありません。 

 

 (3）運用実績 

  ① 純資産の推移 

 平成20年９月末日および設定来における各月末ならびに下記特定期間末の純資産の推移は次

の通りです。 

期 年月日 

純資産総額

（百万円）

（分配落）

純資産総額

（百万円）

（分配付）

１口当たり 

純資産額 

（円） 

（分配落） 

１口当たり

純資産額 

（円） 

（分配付）

第１特定期間末 (平成20年８月19日) 2,561 2,635 1.0252 1.0552

 平成20年２月末日 1,227 － 0.9995 －

 平成20年３月末日 1,410 － 0.9439 －

 平成20年４月末日 1,510 － 0.9850 －

 平成20年５月末日 1,573 － 1.0179 －

 平成20年６月末日 1,655 － 0.9909 －

 平成20年７月末日 2,385 － 1.0548 －

 平成20年８月末日 2,820 － 1.0141 －

 平成20年９月末日 3,052 － 0.8876 －

 （注）純資産総額（分配付）および１口当たり純資産額（分配付）は特定期間末日のものです。 

 

  ② 分配の推移 

期 １口当たり分配金（円） 

第１特定期間 0.0510 

 

  ③ 収益率の推移 

期 収益率（％） 

第１特定期間 5.5 

（注）収益率とは特定期間末の基準価額（分配付）から当初設定時の基準価額を

控除した額を当初設定時の基準価額で除したものです。 
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６ 手続等の概要 
 

(1) 申込手続等 

申 込 方 法 

原則として毎営業日に販売会社にて受付けます。 

ただし、継続申込期間中において、米国の銀行休業日には、取得申込みの受

付は行いません。 

申 込 価 格 

当初申込期間：１口当たり１円とします。 

継続申込期間：取得申込日の翌営業日の基準価額とします。 

  取得申込みには申込手数料を要します。 

申 込 単 位 

販売会社が定める単位とします。 

  「自動けいぞく投資コース」における収益分配金の再投資は、１円以上１円単位とし

ます。 

分配金の受取方法により、申込みには、「一般コース」と「自動けいぞく投

資コース」の２つのコースがあります。 

  申込コースは、販売会社により取扱いが異なる場合がありますので販売会社にお問合

わせください。 

受 渡 方 法 

取得申込代金の支払いについて： 

当初申込期間：投資家は、取得申込代金を申込みの販売会社に当初申込期間

中に支払うものとします。 

継続申込期間：投資家は、申込みの販売会社が定める日までに取得申込代金

を申込みの販売会社に支払うものとします。 

 

受益権の引渡しについて： 

当ファンドの受益権は振替受益権のため、申込みの販売会社が、取得申込代

金の支払いと引き換えに振替機関等の口座に投資家に係る受益権口数の増加

を記載または記録することにより、受益権の引渡しが行われます。当該口座

は、当該投資家が販売会社に取得申込と同時にまたはあらかじめ申し出た口

座とします。 

受 付 時 間 
原則として午後３時まで（年末年始など東京証券取引所が半休日の場合の受

付は午前11時まで）とします。 

申 込 の 中 止 

有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止その他

やむを得ない事情があるときは、取得申込みの受付が中止される場合があり

ます。 

申 込 取 扱 場 所 販売会社 

 

販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。 

照会先： 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

TEL：０３－６７３６－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp 
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(2) 換金手続等 

換 金 方 法 
原則として毎営業日に販売会社にて解約請求により受付けます。 

ただし、米国の銀行休業日には、換金申込みの受付は行いません。 

換 金 価 格 
換金申込日の翌営業日の基準価額です。 

  課税については、前記「４ 手数料等及び税金(5)課税上の取扱い」をご参照くださ

い。換金時に手数料はかかりません。 

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。 

受 渡 方 法 

換金代金の支払いについて： 

原則として換金申込日から起算して５営業日目から、販売会社の本・支店等

においてお支払いいたします。 
 

受益権の引渡しについて： 

当ファンドの受益権は振替受益権のため、換金の請求を行う受益者は、その

口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係る当ファン

ドの信託契約の一部解約の通知を委託会社が行うのと引き換えに、販売会社

を通じて当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うもの

とし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減

少を記載または記録することにより、受益権の引渡しが行われます。なお、

換金の請求は振替受益権をもって行うものとします。 

受 付 時 間 
原則として午後３時まで（年末年始など東京証券取引所が半休日の場合の受

付は午前11時まで）とします。 

換 金 の 中 止 
有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止その他

やむを得ない事情があるときは、換金の受付が中止される場合があります。 
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７ 管理及び運営の概要 
 

(1) 資産管理等の概要 

資 産 の 評 価 

受益権１口当たりの純資産価額（基準価額）は、法令および社団法人投資信

託協会規則に従って原則として各営業日に委託会社が計算します。なお、便

宜上１万口当たりに換算した価額で表示することがあります。 

基準価額（１万口当たり）は、販売会社に問合わせることにより、また原則

として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊により知ることができます。 

保 管 該当事項はありません。 

信 託 期 間 無期限です。 

計 算 期 間 

毎月20日から翌月19日までとします。 

ただし、最初の計算期間は、平成20年２月29日から平成20年５月19日までと

します。 

計算期間終了日が休業日の場合は翌営業日を計算期間終了日とします。 

決算日は原則として毎月19日（休業日の場合は翌営業日）です。 

そ の 他  

 信 託の終了等 

委託会社は設定日から１年経過以降、信託財産の純資産総額が20億円を下回

ることとなった場合は、当ファンドを終了させることができます。 

その他、信託約款は、当ファンドが終了または承継される場合や、受託会社

の辞任および解任の場合の取扱いについて規定しています。 

≪詳しくは、信託約款をご参照ください。≫

 信託約款の変更 

委託会社は、受益者の利益のため必要と認められるとき、またはやむを得ない

事情が発生したときは、当ファンドの信託約款を変更することまたは当ファン

ドと他の信託との併合ができます。変更内容が重大なものに該当する場合およ

び当ファンドの併合（以下「重大な約款変更等」といいます。）を行う場合に

は、書面決議を行います。 
≪詳しくは、信託約款をご参照ください。≫

 運 用 報 告 書 

委託会社は、２月、８月の計算期間終了毎および償還時に運用経過、信託財産

の内容、有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、受益者に対

して販売会社を通して交付します。 

 

関 係会社との 
契約の更新等 
に関する手続 
に つ い て 

・委託会社と販売会社との間の募集等の取扱い等に関する契約は、１年間毎

の自動更新規定にしたがって自動更新され、現在に至っています。 

当ファンドの受益権の募集等の取扱い等も当該契約に基づいています。 

・委託会社とＪ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・イン

クとの間の投資運用の委託に関する契約には期限の定めはありません。 
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(2) 受益者の権利等の概要 

収益分配金の請求権 

当ファンドにかかる収益の分配を持分に応じて請求することができます。 

収益分配金は、毎計算期間の終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日

（原則として当該終了日から起算して５営業日目）までに受益者に支払いを

開始します。ただし、「自動けいぞく投資契約」に基づいて収益分配金を再

投資する受益者については、収益分配金は再投資されます。 

償還金の請求権 

償還金を持分に応じて委託会社に請求することができます。償還金は、信託

終了後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償還日が休

業日の場合は当該償還日の翌営業日）から起算して５営業日目）までに受益

者に支払いを開始します。 

受益権の一部解約

の 実 行 請 求 権 
受益権の一部解約の実行を、委託会社に請求することができます。 

反対者の買取請求権 

当ファンドの信託契約の解約または重大な約款変更等を行う場合に、そのた

めの書面による決議において当該解約または重大な約款変更等に反対した受

益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権を信託財産をもって買取る

べき旨を請求することができます。 

帳 簿 の 閲 覧 権 
委託会社に対し、その営業時間内に信託財産に関する帳簿書類の閲覧または

謄写を請求することができます。 
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第２ 財務ハイライト情報 
 

１．当ファンドの財務ハイライト情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第

４ ファンドの経理状況」の「１ 財務諸表」に記載している「(1) 貸借対照表」、「(2) 損益

及び剰余金計算書」ならびに「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133

号）第55条の５の規定により注記されている事項（以下「重要な会計方針に係る事項に関する

注記」といいます。）を抜粋して記載しております。 

  なお、財務ハイライト情報に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 
２．当ファンドの計算期間は６ヵ月未満であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。 

 
３．当ファンドの第１特定期間は信託約款第35条により、平成20年２月29日から平成20年８月19

日までとしております。 

 
４．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１特定期間（平成20

年２月29日から平成20年８月19日まで）の財務諸表について、あらた監査法人による監査を受

けております。 

（当該監査証明にかかる監査報告書は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の「第４ ファンドの経

理状況」に添付しております。） 

 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型） 

 

１ 貸借対照表 

当期 

(平成20年８月19日現在)
 

区分 
注記

番号
金額（円）  

資産の部    

流動資産    

親投資信託受益証券  2,639,408,299  

未収入金  629,489  

流動資産合計  2,640,037,788  

資産合計  2,640,037,788  

負債の部    

流動負債    

未払収益分配金  74,941,656  

未払解約金  629,489  

未払受託者報酬  97,211  

未払委託者報酬  3,305,153  

その他未払費用  38,872  

流動負債合計  79,012,381  

負債合計  79,012,381  

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 2,498,055,225  

剰余金    

期末剰余金  62,970,182  

（うち分配準備積立金）  (50,507,135)  

剰余金合計  62,970,182  

元本等合計  2,561,025,407  

純資産合計  2,561,025,407  

負債・純資産合計  2,640,037,788  
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２ 損益及び剰余金計算書 

当期 

(自 平成20年２月29日

 至 平成20年８月19日)

 
区分 

注記

番号

金額（円）  

営業収益    

有価証券売買等損益  183,730,379  

営業収益合計  183,730,379  

営業費用    

受託者報酬  419,585  

委託者報酬 ※１ 14,265,699  

その他費用  168,474  

営業費用合計  14,853,758  

営業利益金額  168,876,621  

経常利益金額  168,876,621  

当期純利益金額  168,876,621  

一部解約に伴う当期純利益金額分配額  2,757,482  

期首剰余金  －  

剰余金増加額  23,220,359  

(当期一部解約に伴う剰余金増加額)  (2,012,216)  

(当期追加信託に伴う剰余金増加額)  (21,208,143)  

剰余金減少額  14,411,010  

(当期一部解約に伴う剰余金減少額)  (1,392,589)  

(当期追加信託に伴う剰余金減少額)  (13,018,421)  

分配金 ※２ 111,958,306  

期末剰余金  62,970,182  

 

３ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 

当期 

(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

有価証券の評価基準

及び評価方法 

親投資信託受益証券 

 移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準

価額で評価しております。 
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（参考） 

 当ファンドは「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）」

受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、

全て同親投資信託の受益証券であります。 

 尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。 

 

「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）」の状況 

 尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。 

 

１ 貸借対照表 

(平成20年８月19日現在)  
区分 

注記

番号 金額（円）  

資産の部    

流動資産    

預金  189,094,239  

コール・ローン  105,293,874  

国債証券  2,111,149,085  

社債券  180,530,145  

派生商品評価勘定  281,809  

未収入金  22,576,750  

未収利息  31,309,680  

前払費用  39,409,654  

流動資産合計  2,679,645,236  

資産合計  2,679,645,236  

負債の部    

流動負債    

派生商品評価勘定  170,105  

未払金  39,421,419  

未払解約金  629,489  

流動負債合計  40,221,013  

負債合計  40,221,013  

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 2,429,275,931  

剰余金    

剰余金  210,148,292  

剰余金合計  210,148,292  

元本等合計  2,639,424,223  

純資産合計  2,639,424,223  

負債・純資産合計  2,679,645,236  

 

－ 32 －



 

２ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 
(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

国債証券、特殊債券及び社債券 

 個別法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価

しております。 

１．有価証券の

評価基準及

び評価方法 

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証券 

 金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則

として金融商品取引所等における計算期間末日の最終相

場（外貨建証券の場合は計算期間末日において知りうる

直近の最終相場）で評価しております。 

 計算期間末日に当該金融商品取引所等の最終相場がな

い場合には、当該金融商品取引所等における直近の日の

最終相場で評価しておりますが、直近の日の最終相場に

よることが適当でないと認められた場合は、当該金融商

品取引所等における計算期間末日又は直近の日の気配相

場で評価しております。 

 (2）金融商品取引所等に上場されていない有価証券 

 当該有価証券については、原則として、日本証券業協

会発表の売買参考統計値（平均値）、金融機関の提示す

る価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格提

供会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評

価しております。 

 (3)時価が入手できなかった有価証券 

 適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評

価額が時価と認定できない事由が認められた場合は、委

託会社が忠実義務に基づいて合理的事由をもって時価と

認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事

由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

２．デリバティ

ブ等の評価

基準及び評

価方法 

為替予約取引 

 個別法に基づき、原則として時価で評価しております。

 為替予約の評価は、原則として、わが国における計算期

間末日の対顧客先物売買相場の仲値によって計算しており

ます。 

３．その他財務

諸表作成の

ための基本

となる重要

な事項 

外貨建取引等の処理基準 

 外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する

規則」（平成12年総理府令第133号）第60条に基づき、取

引発生時の外国通貨の額をもって記録する方法を採用して

おります。ただし、同第61条に基づき、外国通貨の売却時

において、当該外国通貨に加えて、外貨建資産等の外貨基

金勘定及び外貨建各損益勘定の前日の外貨建純資産額に対

する当該売却外国通貨の割合相当額を当該外国通貨の売却

時の外国為替相場等で円換算し、前日の外貨基金勘定に対

する円換算した外貨基金勘定の割合相当の邦貨建資産等の

外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を相殺した差額

を為替差損益とする計理処理を採用しております。 
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第３ 内国投資信託受益証券事務の概要 

１．名義書換および無記名式または記名式への変更 

(1) 当ファンドの受益権は、社振法に定める振替投資信託受益権の形態で発行されますので、名義

書換手続きはありませんが、その譲渡は以下の手続きにより行われます。 

① 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権

が記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。 

② 上記①の申請があった場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する

受益権の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座

簿に記載または記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口座を開設した

ものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の

上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増

加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。 

③ 上記①の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記

録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異な

る場合等において、委託会社が必要と認めたときまたはやむを得ない事情があると判断したと

きは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

(2) 当ファンドの受益権は、社振法に定める振替投資信託受益権の形態で発行されますので、無記

名式や記名式の形態はありません。 

２．受益者に対する特典 

  ありません。 

３．受益証券の譲渡制限の内容 

  当ファンドの受益権には、譲渡制限はありません。なお、受益権の譲渡は、振替口座簿への記

載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対抗することができません。 

４．その他内国投資信託受益証券事務の概要 

(1) 受益権の再分割 

  委託会社は、受益権の再分割を行いません。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行

された場合には、受託会社と協議のうえ、同法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権

を均等に再分割できるものとします。 

(2) 償還金 

  償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還

日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に

設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益

権については原則として取得申込者とします。）に支払います。 

(3) 質権口記載または記録の受益権の取扱いについて 

  振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支

払い、一部解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払い等については、信託約款

の規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。 
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第４ ファンドの詳細情報の項目 
請求目論見書に記載している項目名は次のとおりです。 

第１ ファンドの沿革  

第２ 手続等 １ 申込手続等 

 ２ 換金手続等 

第３ 管理及び運営 １ 資産管理等の概要 

  (1) 資産の評価 

  (2) 保管 

  (3) 信託期間 

  (4) 計算期間 

  (5) その他 

 ２ 受益者の権利等 

第４ ファンドの経理状況 １ 財務諸表 

 ２ ファンドの現況 

第５ 設定及び解約の実績  
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交 付 目 論 見 書 
当ファンドの内容を詳しく説明している法定文書で、当ファンドの申込

者にあらかじめまたは申込みと同時に交付または送付されます。 

※当ファンドを購入する前に必ずお読みください。 

請 求 目 論 見 書 
交付目論見書の内容を補足している法定文書で、投資家から請求があっ

た場合に交付または送付されます。 

純 資 産 総 額 
当ファンドに組入れている株式や債券などの資産を時価評価し、合計し

た金額から未払金等の負債を差し引いた金額をいいます。 

自動けいぞく投資 
当ファンドから生じる収益分配金を受益者に払い出しせずに、税金を差

引いた後、当ファンドの元本に組入れて再投資することをいいます。 

基 準 価 額 
純資産総額を当ファンドの受益権総口数で割った１口当たりの時価のこ

とをいいます。なお、便宜上１万口に換算した価額で表示することがあ

ります。 

収 益 分 配 
当ファンドが得た収益の中から受益者へ還元する部分を収益分配といい

ます。分配の支払額は基準価額の水準、市況動向等を勘案して委託会社

が決定します。ただし、分配を行わない場合もあります。 

信 託 報 酬 
当ファンドの運用・管理等にかかる費用で信託財産の中から委託会社、

受託会社、販売会社に支払われます。 

ポートフォリオ 
資産運用において、運用対象商品の組入れ銘柄の組み合わせによって構

成されている資産内容のことをいいます。 

ポートフォリオ 

・ マ ネ ジ ャ ー 
資産の運用を行う運用担当者をいいます。 

個 別 元 本 
当ファンドの収益分配時、換金時等に課税上の基準となる投資家ごとの

元本のことです。原則として個別元本は投資家が当ファンドを取得した

時の価格となります。 

為 替 ヘ ッ ジ 
外貨建の有価証券等に投資する際、為替の変動による投資資産の変動リ

スクを軽減する取引のことをいいます。当ファンドは原則として為替

ヘッジを行いません。 

流 動 性 
株式や債券などの組入有価証券の売買が、迅速かつ適正な価格で行える

かどうかを計る尺度です。 

解 約 請 求 
当ファンドの資産を直接取り崩して受益者に返金することを請求するこ

とをいいます。 
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追加型証券投資信託 

 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド

（毎月決算型） 
 

信 託 約 款 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

 



運用の基本方針等 

 

 信託約款第18条に基づき委託者が別に定める運用の基本方針、および信託約款第39条第３項に基づき委託者

が別に定める収益分配方針は、次のとおりとします。 

 

１．基本方針 

 この投資信託は、安定的かつ高水準の配当等収益（信託約款第39条第１項第１号に定めるものをいい、

同号に定めるみなし配当等収益を含みます。以下同じ。）を確保し、かつこの投資信託にかかる信託財産

（以下「信託財産」といいます。）の中長期的な成長を目指して運用を行います。 

 

２．運用方法 

(1) 投資対象 

 「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）」（以下「マザー

ファンド」といいます。）の受益証券を主要投資対象とします。 

 

(2) 投資態度 

① 主として、マザーファンドの受益証券に投資します。 

② 外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）および信託約款
第25条に定めるみなし保有外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。ただし、経済事
情や投資環境等の急変などが起きた場合、為替ヘッジを行うことがあります。 
 

(3) 投資制限 

① 株式への実質投資割合（信託約款第16条第４項および第６項に基づき算出したものをいいます。）は、

信託財産の純資産総額（信託約款第８条第２項に規定するものをいいます。以下同じ。）の10％以下と

します。 

② 投資信託証券（信託約款第16条第１項なお書きに規定するものをいい、マザーファンドの受益証券は

除きます。）への実質投資割合（信託約款第16条第５項および第６項に基づき算出したものをいいま

す。）は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

③ 外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。 

④ 有価証券先物取引等(信託約款第20条各項に定める取引をいいます。以下同じ。)は、信託約款第20条

の範囲で行います。 

⑤ スワップ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（以下「旧投

信法施行規則」といいます。）第４条第５号に規定するものをいいます。以下同じ。）は、信託約款第

21条の範囲で行います。 

⑥ 金利先渡取引および為替先渡取引（旧投信法施行規則第４条第１号および第２号に規定するものをい

います。以下同じ。）は信託約款第22条の範囲で行います。 

⑦ デリバティブ取引（有価証券先物取引等、スワップ取引、金利先渡取引および為替先渡取引をいいま

す。）の利用は、ヘッジ目的に限定しません。 

 

３．収益分配方針 

 信託約款第35条に定める計算期間（以下「計算期間」といいます。）終了後に、以下の方針に基づき分配

を行います。 

① 分配対象収益の範囲 

計算期間終了日における、信託約款第39条第１項各号に定める受益者に分配することができる額と、

分配準備積立金の合計額とします。 

② 分配対象収益の分配方針 

委託者は、上記①の分配対象収益の範囲内で、基準価額水準、市況動向等を勘案し、原則として、繰

越分を含めた配当等収益から分配金額を決定します。ただし、２、５、８、11月の計算期間終了日には、

当該配当等収益に加えて、繰越分を含めた信託約款第39条第１項第２号に定める売買益から分配を行う

こともあります。また、必ず分配を行うものではありません。 

③ 収益を留保した場合の留保益の運用方針 

 留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行い

ます。 

 

以上 



追加型証券投資信託 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型） 

信託約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社を委託者と

し、りそな信託銀行株式会社を受託者とします。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けます。 

（信託事務の委託） 

第２条 受託者は、信託法第28条第１号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一部について、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（以下「兼営法」といいます。）第１条第１項の規定に

よる信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関（受託者の利害関係人（兼営法第２条第１項にて

準用する信託業法第29条第２項第１号に規定する利害関係人をいいます。以下同じ。）を含みま

す。）と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

② 前項における受託者の利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じる

ことがない場合に行うものとします。 

（信託の目的、金額および追加信託金の限度額） 

第３条 委託者は、金1,000億円を上限として、受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれ

を引き受けます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限度として信託金を追加することができるものと

します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から第45条第１項、第46条第１項、第47条第１項または第49

条第２項の規定による信託契約解約の日までとします。 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類） 

第５条 この信託にかかる受益権（以下単に「受益権」といいます。）の取得申込みの勧誘は、投資信託

及び投資法人に関する法律第２条第８項に定める公募に該当し、金融商品取引法第２条第３項第１

号に掲げる募集の方法により行われます。 

（当初の受益者） 

第６条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、

次条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

（受益権の分割および再分割） 

第７条 委託者は、第３条第１項に定める信託金にかかる受益権については、信託金１円を１口とし1,000

億口を上限として、追加信託によって生じた受益権については、これを追加信託のつど次条第１項

の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受益権の再分割を行いません。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行され

た場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を均等に

再分割できます。 

（追加信託の価額、口数および基準価額の計算方法） 

第８条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数

を乗じた額とします。 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きま

す。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託財産の資産総額

から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口

数で除した金額をいいます。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

（受益権の帰属と受益証券の不発行） 

第10条 この信託のすべての受益権は、社債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、株式等

の振替に関する法律」となった場合は読み替えるものとし、「社債、株式等の振替に関する法律」

を含め「社振法」といいます。以下同じ。）の規定の適用を受けることとし、受益権の帰属は、委

託者があらかじめこの信託の受益権を取り扱うことについて同意した一の振替機関（社振法第２条

に規定する「振替機関」をいい、以下「振替機関」といいます。）および当該振替機関の下位の口

座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関



等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まります（以下、振替口座

簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。 

② 委託者は、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消

された場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存

在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、振替受益権を表示する受益証券を発行し

ません。なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無

記名式受益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変

更の請求および受益証券の再発行の請求を行わないものとします。 

③ 委託者は、第７条の規定により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな

記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関

等は、委託者から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座

簿への新たな記載または記録を行います。 

（受益権の設定にかかる受託者の通知） 

第11条 受託者は、第３条第１項に定める信託金にかかる受益権については信託契約締結日に、また、追

加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ

当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行います。 

（受益権の取得申込単位および価額） 

第12条 委託者の指定する金融商品取引業者（金融商品取引法第２条第９項に規定する金融商品取引業者

をいいます。以下同じ。）または登録金融機関（金融商品取引法第２条第11項に規定する登録金融

機関をいいます。以下同じ。）は、第７条第１項の規定により分割される受益権について、その取

得申込者に対し、当該金融商品取引業者または登録金融機関が定める単位をもって取得の申込に応

ずることができるものとします。ただし、米国の銀行休業日には、受益権の取得申込の受付は行い

ません。 

② 前項の取得申込者は委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関に、取得申込と同時

にまたはあらかじめ、自己のために開設されたこの信託の受益権の振替を行うための振替機関等の

口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録が行われま

す。なお、委託者の指定する金融商品取引業者および登録金融機関は、当該取得申込の代金（第４

項の受益権の価額に当該取得申込の口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引き換えに、当

該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録を行うことができます。 

③ 第１項における申込は、第７項に規定する場合を除き撤回できないものとします。 

④ 第１項の申込における受益権の価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額に、次項に規定する手

数料ならびに当該手数料にかかる消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相

当する金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日より前の取得申込にかかる受益

権の価額は、１口につき１円に、次項に規定する手数料および当該手数料にかかる消費税等に相当

する金額を加算した価額とします。 

⑤ 前項の手数料の額は、委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関がそれぞれ独自に

定めます。 

⑥ 第４項の規定にかかわらず、委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関が別に定め

る自動けいぞく投資約款（またはそれに相当するもの）にしたがって受益者が結んだ契約（以下

「別に定める契約」といいます。）に基づいて収益分配金を再投資する場合の取得の申込みにおけ

る受益権の価額は、当該分配金にかかる第35条に規定する計算期間終了日の基準価額とします。 

⑦ 委託者は、有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得

ない事情（予測不可能な事態等が起きた場合を含みます。）により、取得申込日における基準価額

の計算が不能となった場合、計算された取得申込日における基準価額の正確性に合理的な疑いがあ

ると委託者が判断した場合など、基準価額が確定できない事情（以下「基準価額未定の事情」とい

います。）があるときには、委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関に、第１項に

よる受益権の取得の申込を中止させることができます。受益権の取得の申込が中止された場合には、

第３項にかかわらず、受益者は当該中止以前に行った当日の受益権の取得の申込を撤回できます。

ただし、受益者がその受益権の取得の申込を撤回しない場合には、基準価額未定の事情が解消した

後に最初に基準価額が計算された日を取得申込日とみなして、第１項にしたがいます。 

（受益権の譲渡にかかる記載または記録） 

第13条 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記

載または記録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとします。 

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、当該譲渡にかかる譲渡人の保有する受益権の

口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載また



は記録するものとします。ただし、前項の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、

譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）に

社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が行われる

よう通知するものとします。 

③ 委託者は、第１項に規定する振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異な

る場合等において、委託者が必要と認めるときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、

振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

（受益権の譲渡の対抗要件） 

第14条 受益権の譲渡は、前条第２項の規定による振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託

者および受託者に対抗することができません。 

（投資の対象とする資産の種類） 

第15条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次の各号に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいま

す。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、次に掲げるものに

限ります。）にかかる権利 

(1)有価証券指数等先物取引（金融商品取引法施行前の旧証券取引法（以下「旧証取法」とい

います。）第２条第21項に定める有価証券指数等先物取引をいいます。以下同じ。）にかか

る権利 

(2)有価証券オプション取引（旧証取法第２条第22項に定める有価証券オプション取引をいい

ます。以下同じ。）にかかる権利 

(3)外国市場証券先物取引（旧証取法第２条第23項に定める外国市場証券先物取引をいいま

す。）にかかる権利 

(4)有価証券店頭指数等先渡取引（旧証取法第２条第25項に定める有価証券店頭指数等先渡取

引をいいます。）にかかる権利 

(5)有価証券店頭オプション取引（旧証取法第２条第26項に定める有価証券店頭オプション取

引をいいます。）にかかる権利 

(6)有価証券店頭指数等スワップ取引（旧証取法第２条第27項に定める有価証券店頭指数等ス

ワップ取引をいいます。）にかかる権利 

(7)金融先物取引（金融商品取引法施行前の旧金融先物取引法第２条第１項に定める金融先物

取引をいいます。）にかかる権利 

(8)金融デリバティブ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資法人に関する法律施

行令第３条第14号に定める金融デリバティブ取引をいいます。）にかかる権利 

(9)外国金融商品市場（金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定するものをいいます。以

下同じ。）において行われる有価証券先物取引（旧証取法第２条第20項に定める有価証券先

物取引をいいます。以下同じ。）と類似の取引にかかる権利 

２．為替手形 

（運用の指図範囲等） 

第16条 委託者は、信託金を、前条の資産のうち、主としてＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式

会社を委託者とし、りそな信託銀行株式会社を受託者とする信託契約に基づき設定された親投資信

託である、りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）（以

下「マザーファンド」といいます。）の受益証券および次の有価証券（金融商品取引法第２条第２

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。以下本項において同

じ。）に投資することを指図します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．特定目的会社にかかる特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で



定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関にかかる優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものを

いいます。） 

９．特定目的会社にかかる優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第８号で定めるものをいい

ます。） 

10．コマーシャル・ペーパー 

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）およ

び新株予約権証券 

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するも

の 

13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものを

いい、法令により当該受益証券とみなされる受益権を含みます。） 

14．投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるものをいいま

す。） 

15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

16．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをい

い、有価証券にかかるものに限ります。） 

17．預託証券（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

18．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に限ります。） 

20．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に表示されるべきもの 

21．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

 なお、第１号の証券または証書ならびに第12号および第17号の証券または証書のうち第１号の証

券または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券ならびに第

12号および第17号の証券または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下

「公社債」といい、第13号および第14号の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる投資対象（金融商品取引法第２

条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用する

ことを指図することができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は信託金を主として前項各号に掲げる投資対象により運

用することの指図ができます。 

④ 委託者は、信託財産に属する全ての株式の時価総額と、マザーファンドの信託財産に属する全て

の株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額の合計額が、信託財産の純資産総額の10％

を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑤ 委託者は、信託財産に属する全ての投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）の

時価総額と、マザーファンドの信託財産に属する全ての投資信託証券の時価総額のうち信託財産に

属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の５％を超えることとなる投資の指図を

しません。 

⑥ 前２項において「信託財産に属するとみなした額」とは、信託財産に属するマザーファンドの受

益証券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める全ての株式または投資信託

証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

（利害関係人等との取引等） 

第17条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法（兼営法第２条第

１項にて準用する場合を含みます。以下本条および第27条において同じ。）、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、信託財産と、受託者



（第三者との間において信託財産のためにする取引その他の行為であって、受託者が当該第三者の

代理人となって行うものを含みます。）、受託者の利害関係人、第27条第１項に定める信託業務の

委託先もしくはその利害関係人、または受託者における他の信託財産との間で、第15条ならびに前

条第１項および第２項に定める資産への投資を、信託業法、投資信託及び投資法人に関する法律な

らびに関連法令に反しない限り行うことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として行うことが

できる取引その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計算で行うことができるも

のとします。また、受託者の利害関係人がその利害関係人の計算で行う場合も同様とします。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、信託財産と、委託者、その取締役、その親法人等もしくは子法人等（金融商品取引法第31

条の４第５項もしくは第６項に規定する親法人等もしくは子法人等をいいます。）、または委託者

が運用の指図を行う他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投資を行うことの指図をする

ことができ、受託者は、委託者の指図により、当該投資を行うことができます。 

④ 第１項および前項の取扱いは、第20条から第23条まで、第25条、および第30条から第32条までに

おける委託者の指図による取引その他これらに類する行為についても同様とします。 

⑤ 前各項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第31条第３項および同法第32条第

３項の通知は行いません。 

（運用の基本方針） 

第18条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を

行います。 

（投資する株式等の範囲） 

第19条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、取引所金融商

品市場（金融商品取引法第２条第17項に規定するものをいいます。以下同じ。）または外国金融商

品市場に上場されている株式の発行会社の発行するもの、および取引所金融商品市場または外国金

融商品市場に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、

株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券について

は、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証

券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては、委託者はこれに

投資することの指図ができるものとします。 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第20条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、または信託財

産に属する資産の効率的な運用に資するため、取引所金融商品市場における有価証券先物取引、有

価証券指数等先物取引および有価証券オプション取引、ならびに外国金融商品市場におけるこれら

の取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取

引に含めて取り扱うものとします。（以下同じ。） 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、または信託財産に属する資

産の効率的な運用に資するため、取引所金融商品市場における通貨にかかる先物取引およびオプシ

ョン取引ならびに外国金融商品市場におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をするこ

とができます。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、または信託財産に属する資

産の効率的な運用に資するため、取引所金融商品市場における金利にかかる先物取引およびオプシ

ョン取引ならびに外国金融商品市場におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をするこ

とができます。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 

第21条 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクもしくは為替変動リスクを回避するため、ま

たはその効率的な運用に資するため、スワップ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資

法人に関する法律施行規則（以下「旧投信法施行規則」といいます。）第４条第５号に規定するも

のをいいます。以下同じ。）を行うことの指図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、スワップ取引の契約期限が、原則として第４条に定める信託

期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内に全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価す

るものとします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保



の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図・目的・範囲） 

第22条 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクもしくは為替変動リスクを回避するため、ま

たはその効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取引（旧投信法施行規則第４条

第１号および第２号に規定するものをいいます。以下同じ。）を行うことの指図をすることができ

ます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として、第４

条に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該信託期間内で全部解約が可能なものに

ついてはこの限りではありません。 

③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算

出した価額で評価するものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債について

次の各号の範囲内で貸付けの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価

合計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する

公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相

当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第24条 外貨建有価証券（外国通貨表示の有価証券をいいます。以下同じ。）への投資については、わが

国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合には、制約されることがあります。 

（外国為替予約の指図） 

第25条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産（外貨建有価証券および外国通貨表示の預金その他の資

産をいいます。以下同じ。）とみなし保有外貨建資産（信託財産に属するマザーファンドの受益証

券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を

乗じて得た額をいいます。）との合計額について、当該外貨建資産およびみなし保有外貨建資産の

ヘッジのため、外国為替の売買の予約を指図することができます。 

（外貨建資産の円換算および予約為替の評価） 

第26条 信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買

相場の仲値によって計算します。 

② 前条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の

仲値によって計算します。 

（信託業務の委託等） 

第27条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第22条第１項に定める信託業

務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合する者（受託者の利害関係人を含みま

す。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務にかかる実績等に照らし､委託業務を確実に処理する能力があると認められる

こと 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の管理を行う

体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合

していることを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務または行為を、受託者および委託者が適

当と認める者（受託者の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存にかかる業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために必要な行為



にかかる業務 

４．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 

（混蔵寄託） 

第28条 受託者は、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により、金融機関、

金融商品取引業者のうち金融商品取引法第28条第１項に規定する第一種金融商品取引業を行う者ま

たは外国の法令に準拠して設立された法人でこれに類するもの（以下、本条において総称して「金

融機関等」といいます。）から取得した、外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシ

ャル・ペーパーを、当該金融機関等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関等の名義で混蔵

寄託できるものとします。 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 

第29条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登録をするこ

ととします。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保することがあります。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認めるときは、

速やかに登記または登録をするものとします。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託財産に属す

る旨の記載または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により分別して管理するもの

とします。ただし、受託者が認める場合は、その計算を明らかにする方法により分別して管理する

ことがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、その計算

を明らかにする方法により分別して管理することがあります。 

（一部解約の請求および有価証券の売却等の指図） 

第30条 委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益証券にかかる信託契約の一部解約の請求、信

託財産に属する有価証券の売却等に関して一切の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第31条 委託者は、前条の規定による一部解約金および有価証券の売却代金、有価証券にかかる償還金、

株式の清算分配金、有価証券等の利金、株式の配当金その他の収入金を再投資することの指図がで

きます。 

（資金の借入れ） 

第32条 委託者は、信託財産の効率的な運用および運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的と

して、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市

場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券

等の運用は行わないものとします。 

② 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間、受益者への解約代金支払開始日から信託財

産で保有する第16条第２項各号に掲げる投資対象の解約代金入金日までの間、または受益者への解

約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内

である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、当該投資対象の解約代金およ

び当該有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借入額は借入れ指図を行う日に

おける信託財産の純資産総額の10％以内とします。 

③ 再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的とする借入期間は、信託財産から収益分配

金が支弁される日からその翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

（損益の帰属） 

第33条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属しま

す。 

（受託者による資金の立替え） 

第34条 信託財産に属する有価証券について、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申

出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金、株式の清算分配金、有価証券にかかる利金、株式の

配当金およびその他の未収入金で信託終了日までにその金額を見積もり得るものがあるときは、受

託者がこれを立て替えて信託財産に繰り入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれ

を定めます。 

（信託の計算期間） 



第35条 この信託の計算期間（以下「計算期間」といいます。）は、毎月20日から翌月19日までとします。

ただし、最初の計算期間は、平成20年２月29日から平成20年５月19日までとします。 

② 前項において、計算期間終了日が休業日に該当するときは、計算期間終了日は該当日の翌営業日

に変更されるものとし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。 

（信託財産に関する報告等） 

第36条 受託者は、計算期間終了日に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成し、これを委託者

に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成し、これを委託者

に提出します。 

③ 受託者は、前２項の報告を行うことにより、受益者に対する信託法第37条第３項に定める報告は

行わないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２項に定める書類または電磁的記録の作成に欠くこと

のできない情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者の利益を害するおそれ

のない情報を除き、信託法第38条第１項に定める閲覧または謄写の請求をすることはできないもの

とします。 

（信託事務の諸費用） 

第37条 信託財産に関する租税、信託事務の処理および信託財産の財務諸表の監査に要する諸費用（これ

にかかる消費税等に相当する金額を含みます。）ならびに受託者の立て替えた立替金の利息（以下

「諸経費」といいます。）は受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

② 委託者は、前項における信託財産の財務諸表の監査に要する諸費用については、実費相当額の支

弁を受ける方法に代えて、信託財産の純資産総額に年率0.02％を乗じて得た額（ただし、年間300万

円を上限とします。）を当該監査に要する諸費用とみなし、そのみなし額およびこれにかかる消費

税等に相当する金額の合計額の支弁を、計算期間終了日および信託終了の日の翌営業日以降、信託

財産中から受けるものとします。本項に基づいて委託者が信託財産から支弁を受ける金額について

は、計算期間を通じて毎日費用計上するものとします。 

（信託報酬の総額） 

第38条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年率

1.75％を乗じて得た金額とします。 

② 前項の信託報酬は、計算期間を通じて毎日計上し、計算期間終了日および信託終了の日の翌営業

日にその日までの計上額のうち支弁されていない額を信託財産中から支弁するものとし、委託者お

よび受託者間の配分方法は別に定めるものとします。 

③ 第１項の信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を、計算期間を通じて毎日計上し、前項の信

託報酬支弁のときに信託財産中から支弁します。 

④ 委託者は、主要投資対象とするマザーファンドの運用の指図に関する権限の委託を受けた者が受

ける報酬を、第１項に基づいて委託者が受ける報酬から次の各号にしたがい支弁するものとします。 
１．報酬額は、次号に定める報酬対象期間を通じて毎日、前日終了時点の信託財産の純資産総額に

年率0.35％を乗じて得た額の合計額とします。 

２．報酬対象期間は、毎年２月20日から８月19日までおよび８月20日から翌年２月19日までとしま

す。ただし、報酬対象期間終了日に該当する日が休業日の場合はその翌営業日を終了日とし、そ

の翌日より次の報酬対象期間が開始されるものとします。また、この信託の終了の場合は、報酬

対象期間終了日は信託終了の日とします。なお、最初の報酬対象期間は平成20年２月29日からと

します。 

３．支弁の時期は、報酬対象期間終了日の翌営業日以降とします。 

（利益の処理方法） 

第39条 信託財産から生ずる計算期間終了日における利益は、次の方法により処理します。 

１．信託財産に属する配当等収益（配当金、利金、貸付有価証券にかかる品貸料およびこれらに類

する収益から支払利息を控除した額をいいます。以下同じ。）とマザーファンドの信託財産に属

する配当等収益のうち信託財産に属するとみなした額（以下「みなし配当等収益」といいま

す。）との合計額から、諸経費、前条第１項に規定する信託報酬および当該信託報酬にかかる消

費税等に相当する金額を控除した後、その残金を受益者に分配することができます。 

２．売買損益に評価損益を加減して得た額からみなし配当等収益を控除して得た利益金額（以下

「売買益」といいます。）は、諸経費、前条第１項に規定する信託報酬および当該信託報酬にか

かる消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補

てんした後、受益者に分配することができます。 

② 前項第１号における「みなし配当等収益」とは、マザーファンドの信託財産にかかる配当等収益



の額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に対する信託財産に属するマザーファンドの受益

証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

③ 委託者は、計算期間終了日において、別に定める収益分配方針にしたがって、第１項各号に定め

る受益者に分配することができる額と、分配準備積立金の合計額から収益の分配を行うことができ

ます。分配を行わない額については、次計算期間以降の分配にあてるため分配準備積立金として積

み立てます。 

④ 計算期間終了日において、信託財産につき生じた損失は、次計算期間に繰り越します。 

（収益分配金､償還金および一部解約金の払い込みと支払いに関する受託者の免責） 

第40条 受託者は、収益分配金および償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額をその時点にお

ける受益権総口数で除した額をいいます。以下同じ。）については次条第１項および第３項にそれ

ぞれ規定する支払開始日までに、一部解約金については次条第４項に規定する支払日までに、その

全額を委託者の指定する預金口座等に払い込みます。 

② 前項の規定により委託者の指定する預金口座等に収益分配金、償還金および一部解約金を払い込

んだ後は、受託者は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い） 

第41条 収益分配金は、計算期間終了後１ヵ月以内の委託者の指定する日から、計算期間終了日において

振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間終

了日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金に

かかる計算期間終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため委託者の指定する金融

商品取引業者または登録金融機関の名義で記載または記録されている受益権については原則として

取得申込者とします。）に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者については、

受託者が委託者の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則として、毎計算期間終了日の翌

営業日に収益分配金が委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関に交付されます。こ

の場合、委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関は、受益者に対し、遅滞なく収益

分配金の再投資にかかる受益権の売付けを行います。当該売付けにより増加した受益権は、第10条

第３項の規定にしたがい、振替口座簿に記載または記録されます。 

③ 償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から、信託終了日において振替機関等

の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行われた受

益権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支

払前のため委託者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関の名義で記載または記録されて

いる受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。なお、当該受益者は、そ

の口座が開設されている振替機関等に対して委託者がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該

償還にかかる受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振

替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

④ 一部解約金は、第43条第１項の受益者の請求を受け付けた日から起算して、原則として、５営業

日目から当該受益者に支払います。 

⑤ 前各項(第２項を除きます。)に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託

者の指定する金融商品取引業者または登録金融機関の営業所等において行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として受益者毎の信託時の受

益権の価額等に応じて計算されるものとします。 

⑦ 前項に規定する「収益調整金」とは、所得税法施行令第27条の規定によるものとし、受益者毎の

信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託のつど追加信託にかかる受益

権の口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、前項に規定する

「受益者毎の信託時の受益権の価額等」とは、原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額をい

い、追加信託のつど追加信託にかかる受益権の口数により加重平均され、収益分配のつど調整され

るものとします。 

（収益分配金および償還金の時効） 

第42条 受益者が、収益分配金について前条第１項に規定する支払開始日から５年間その支払いを請求し

ないとき、または償還金について前条第３項に規定する支払開始日から10年間その支払いを請求し

ないときは、その権利を失い、受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

（一部解約） 

第43条 受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者に、委託者の指定する金融商品取引業者または

登録金融機関が定める単位をもって一部解約の実行を請求することができます。ただし、米国の銀

行休業日には、一部解約の実行請求の受付は行いません。 



② 委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。なお、前項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に

対して当該受益者の請求にかかるこの信託契約の一部解約を委託者が行うのと引き換えに、当該一

部解約にかかる受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該

振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

③ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求を受け付けた日の翌営業日の基準価額とします。 

④ 信託契約の一部解約にかかる一部解約の実行の請求を受益者がするときは、委託者の指定する金

融商品取引業者または登録金融機関に対し、振替受益権をもって行うものとします。 

⑤ 委託者は、基準価額未定の事情が生じたときには、第１項による一部解約の実行の請求の受付け

を中止することができます。一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該

受付中止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解

約の実行の請求を撤回しない場合には、基準価額未定の事情が解消した後に最初に基準価額が計算

された日を一部解約の実行請求日とみなして、第３項に準じて一部解約の価額を計算します。 

（質権口記載または記録の受益権の取扱い） 

第44条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払

い、一部解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、この信託約

款によるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。 

（信託契約の解約） 

第45条 委託者は、信託契約締結日から１年経過以降、信託財産の純資産総額が20億円を下回ることとな

った場合、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める場合、またはやむを得

ない事情が発生した場合は、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させること

ができます。この場合において、委託者はあらかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の場合において、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。

この場合委託者は、あらかじめ書面決議の日、信託契約の解約の理由等の事項を定め、当該決議の

日の２週間前までに、知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の

通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属す

るときの当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益

権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議

決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。 

⑤ 第２項から前項までの規定は、第１項において委託者がこの信託契約の解約をしようとする場合

において、当該解約につき、すべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をした

ときには適用しません。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第46条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託

契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第50条の規定に

したがいます。 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 

第47条 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委

託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会

社に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第50条第２項の書面決議で否決された場合を除き、

当該投資信託委託会社と受託者との間において存続します。 

（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第48条 委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事

業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契

約に関する事業は承継されることがあります。 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 

第49条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反

して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由が生じたときは、委託者または受益者は、

裁判所に受託者の解任を申立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託者



を解任した場合、委託者は、次条の規定にしたがうとともに、新受託者を選任します。なお、受益

者は、本項による場合を除き、受託者を解任することはできないものとします。 

② 委託者は、新受託者を選任できないときは、信託契約を解約し、信託を終了させます。 

（信託約款の変更等） 

第50条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及

び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以

下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじめ変更または併合しようとする旨およびその内

容を監督官庁に届け出ます。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法によって変更すること

ができないものとします。 

② 委託者は、前項の場合（この信託約款の変更にあっては、その内容が重大なものに該当する場合

に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）において、書面決議を

行います。この場合委託者は、あらかじめ書面決議の日、重大な約款の変更等の内容およびその理

由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、知れている受益者に対し、書面をもってこれ

らの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属す

るときの当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益

権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議

決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項までの規定は、第１項において委託者が重大な約款の変更等をしようとする場合

において、当該重大な約款の変更等につき、すべての受益者が書面または電磁的記録により同意の

意思表示をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この信託において併合の書面決議が可決された場合であっても、当

該併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当

該他の投資信託との併合を行うことはできません。 

（反対者の買取請求権） 

第51条 第45条に規定する信託契約の解約または前条に規定する重大な約款の変更等を行う場合には、書

面決議において当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰

属する受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内

容および買取請求の手続に関する事項は、第45条第２項または前条第２項に規定する書面に付記し

ます。 

（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限） 

第52条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行うことはで

きません。 

１．他の受益者の氏名または名称および住所 

２．他の受益者が有する受益権の内容 

（公告） 

第53条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第54条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
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運用の基本方針 
 

 信託約款第 19 条に基づき委託者が別に定める運用の基本方針は、次のとおりとします。 
 

１．基本方針 

 この投資信託は、安定的かつ高水準の配当等収益（配当金、利金、貸付有価証券にかかる品貸料およ

びこれらに類する収益から支払利息を控除した額をいいます。以下同じ。）を確保し、かつこの投資信

託にかかる信託財産（以下「信託財産」といいます。）の中長期的な成長を目指して運用を行います。 
 

２．運用方法 

(1)投資対象 

① 主要投資対象は、新興国の政府または政府機関の発行する債券とします。 

「新興国」とは、信託約款第 20 条第１項に規定する者が、国内経済が成長過程にあると判断す

る国をいいます（以下同じ）。また、「政府機関の発行する債券」とは、政府機関により発行され、

元本および利息の支払いについて政府保証の付いた債券をいいます（以下同じ）。 

② 上記①のほか、信託財産の純資産総額（信託約款第８条に規定するものをいいます。以下同

じ。）の 20％を上限に、政府および政府機関の発行する債券以外の、新興国に所在する発行体の

発行する債券を投資対象とします。 

③ 上記①および②のほか、一つまたは複数の新興国の発行体の信用リスクまたは債券指数の収益率

を主として反映する仕組債に投資する場合があります。当該債券は、反映する信用リスクまたは債

券指数の収益率を増大させる仕組みを持たないものに限ります。またその場合、当該債券の発行体

の格付は、信用リスクを反映しようとする発行体の格付（格付機関が公表するもの）または収益率

を反映しようとする債券指数の格付（当該指数の作成者が公表するもの）以上とします。当該債券

への投資は、信託財産の純資産総額の 35％未満とします。 
 

(2)投資態度 

① 上記(1)①、②および③に掲げる債券（以下「投資対象債券」といいます。）に投資し、安定的

かつ高水準の配当等収益の確保と信託財産の中長期的な成長を目指した運用を行います。 

② 投資対象債券は、主に当該債券発行国の現地通貨に基づく運用成果が得られるものとし、信託財

産の純資産総額の 75％以上をそのような債券に投資します。 

③ 信託財産として保有する債券の平均格付は、ＢＢ－（スタンダード・アンド・プアーズ・レーテ

ィングズ・サービシズ）またはＢａ３（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク）以上

に維持します。平均格付の算出にあたり、個々の債券の銘柄が上記の各格付機関から異なる格付を

得ている場合は、最も高い格付により判断し平均を算出します。信託約款第 20 条第１項に定める

者は上記のいずれの格付機関からも格付を付与されていない債券にも投資する場合がありますが、

当該債券に投資した場合の平均格付は、信託約款第 20 条第１項に定める者の判断により当該債券

をスタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズまたはムーディーズ・インベス

ターズ・サービス・インクの格付にあてはめた上で算出します。 

④ 外貨建資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）については、

円貨に対する為替ヘッジを行いません。なお、保有する債券について、市況に応じて信託約款第

20 条第１項に定める者が必要と判断した場合は、その建値以外の通貨（円以外）に基づく為替リ

スクをヘッジするために、機動的に外国為替の売買の予約を行うことがあります。 
 

(3)投資制限 

① 株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

② 投資信託証券（信託約款第 17 条第１項なお書きに規定するものをいいます。）への投資割合は、

信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

③ 外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。 

④ 有価証券先物取引等（信託約款第 22 条各項に定める取引をいいます。以下同じ。）は、信託約

款第 22 条の範囲で行います。 

⑤ スワップ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（以下

「旧投信法施行規則」といいます。）第４条第５号に規定するものをいいます。以下同じ。）は、

信託約款第 23 条の範囲で行います。 

⑥ 金利先渡取引および為替先渡取引（旧投信法施行規則第４条第１号および第２号に規定するもの

をいいます。以下同じ。）は信託約款第 24 条の範囲で行います。 

⑦ デリバティブ取引（有価証券先物取引等、スワップ取引、金利先渡取引および為替先渡取引をい

います。）の利用は、ヘッジ目的に限定しません。 

以上 



親投資信託 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用） 

信託約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者に取得させることを目的とする証券投資信託で

あり、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社を委託者とし、りそな信託銀行株式会社を

受託者とします。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けま

す。 

（信託事務の委託） 

第２条 受託者は、信託法第28条第１号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一部について、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（以下「兼営法」といいます。）第１条第１項の規定に

よる信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関（受託者の利害関係人（兼営法第２条第１項にて

準用する信託業法第29条第２項第１号に規定する利害関係人をいいます。以下同じ。）を含みま

す。）と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

② 前項における受託者の利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じる

ことがない場合に行うものとします。 

（信託の目的、金額および追加信託金の限度額） 

第３条 委託者は、金1,000億円を上限として、受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこ

れを引き受けます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限度として信託金を追加することができるもの

とし、追加信託を行ったときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から第45条第１項もしくは第２項、第46条第１項、第47条第

１項または第49条第２項の規定による信託契約解約の日までとします。 

（受益証券の取得申込みの勧誘の種類） 

第５条 この信託にかかる受益証券（以下単に「受益証券」といいます。）の取得申込みの勧誘は、投資

信託及び投資法人に関する法律第２条第９項で定める適格機関投資家私募に該当し、金融商品取引

法第２条第３項第２号イに掲げる私募の方法により行われます。 

（受益者） 

第６条 この信託の元本および収益の受益者は、受益証券を投資対象とするＪＰモルガン・アセット・マ

ネジメント株式会社の証券投資信託の受託者であるりそな信託銀行株式会社とします。 

（受益権の分割および再分割） 

第７条 委託者は、第３条第１項に定める信託金にかかる受益権については、信託金１円を１口とし

1,000億口を上限として、追加信託によって生じた受益権については、これを追加信託のつど次条

の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

（追加信託金の計算方法） 

第８条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の信託財産の資産総額（信託財産に属する資産（受

入担保金代用有価証券を除きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評

価したものをいいます。）から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）をそ

の時点の受益権総口数で除した金額（以下「１口当たり純資産」といいます。）に、当該追加信託

にかかる受益権の口数を乗じた額とします。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

（受益証券の発行および種類） 

第10条 委託者は、第12条に基づく受益証券取得申込者からの受益証券を記名式とする請求を受け、第７

条の規定により分割された受益権を表示する記名式の受益証券を発行します。 

② 受益証券は、１口の整数倍の口数を表示するものとします。 

③ 受益者は受益証券を他に譲渡することはできません。 

④ 受益証券には、「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専

用）」という名称を付します。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第11条 委託者は、前条第１項の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信



託約款に適合する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行い

ます。 

（受益証券の無記名式への変更） 

第12条 受益証券の取得申込者は、取得申込時において、委託者に受益証券を記名式とするよう請求する

ものとします。また、当該請求により記名式となった受益証券を、無記名式とする請求をすること

はできません。 

（記名式の受益証券の再交付） 

第13条 委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって再交付を請求し

たときは、記名式の受益証券を再交付します。 

（受益証券を毀損した場合などの再交付） 

第14条 受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え、委託者の定める手続により再交付を

請求したときは、委託者は、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前条

の規定を準用します。 

（受益証券の再交付の費用） 

第15条 委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

（投資の対象とする資産の種類） 

第16条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次の各号に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいま

す。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、次に掲げるものに

限ります。）にかかる権利 

(1)有価証券指数等先物取引（金融商品取引法施行前の旧証券取引法（以下「旧証取法」とい

います。）第２条第21項に定める有価証券指数等先物取引をいいます。以下同じ。）にかか

る権利 

(2)有価証券オプション取引（旧証取法第２条第22項に定める有価証券オプション取引をいい

ます。以下同じ。）にかかる権利 

(3)外国市場証券先物取引（旧証取法第２条第23項に定める外国市場証券先物取引をいいま

す。）にかかる権利 

(4)有価証券店頭指数等先渡取引（旧証取法第２条第25項に定める有価証券店頭指数等先渡取

引をいいます。）にかかる権利 

(5)有価証券店頭オプション取引（旧証取法第２条第26項に定める有価証券店頭オプション取

引をいいます。）にかかる権利 

(6)有価証券店頭指数等スワップ取引（旧証取法第２条第27項に定める有価証券店頭指数等ス

ワップ取引をいいます。）にかかる権利 

(7)金融先物取引（金融商品取引法施行前の旧金融先物取引法第２条第１項に定める金融先物

取引をいいます。）にかかる権利 

(8)金融デリバティブ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資法人に関する法律施

行令第３条第14号に定める金融デリバティブ取引をいいます。）にかかる権利 

(9)外国金融商品市場（金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定するものをいいます。以

下同じ。）において行われる有価証券先物取引（旧証取法第2条第20項に定める有価証券先

物取引をいいます。以下同じ。）と類似の取引にかかる権利 

２．為替手形 

（運用の指図範囲等） 

第17条 委託者（第20条第１項に規定する委託者から運用の指図に関する権限の委託を受けた者を含みま

す。以下、第19条、第21条から第25条まで、第27条、第29条第３項第３号、第32条および第33条に

おいて同じ。）は、信託金を、前条の資産のうち主として次の有価証券（金融商品取引法第２条第

２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。以下本項において同

じ。）に投資することを指図します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 



６．特定目的会社にかかる特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８．協同組織金融機関にかかる優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものを

いいます。） 

９．特定目的会社にかかる優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第８号で定めるものをいい

ます。） 

10．コマーシャル・ペーパー 

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）およ

び新株予約権証券 

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するも

の 

13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものを

いい、法令により当該受益証券とみなされる受益権を含みます。） 

14．投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるものをいいま

す。） 

15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

16．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをい

い、有価証券にかかるものに限ります。） 

17．預託証券（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

18．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に限ります。） 

20．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に表示されるべきもの 

21．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

 なお、第１号の証券または証書ならびに第12号および第17号の証券または証書のうち第１号の証

券または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券ならびに第

12号および第17号の証券または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質を有するものを以下

「公社債」といい、第13号および第14号の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる投資対象（金融商品取引法第２

条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用する

ことを指図することができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託

者が運用上必要と認めるときには、委託者は信託金を主として前項各号に掲げる投資対象により運

用することの指図ができます。 

④ 委託者は、信託財産に属する全ての株式の時価総額が、信託財産の純資産総額の10％を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。 

⑤ 委託者は、信託財産に属する全ての投資信託証券の時価総額が、信託財産の純資産総額の５％を

超えることとなる投資の指図をしません。 

（利害関係人等との取引等） 

第18条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法（兼営法第２条第

１項にて準用する場合を含みます。以下本条および第29条において同じ。）、投資信託及び投資法

人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、信託財産と、受託者

（第三者との間において信託財産のためにする取引その他の行為であって、受託者が当該第三者の

代理人となって行うものを含みます。）、受託者の利害関係人、第29条第１項に定める信託業務の

委託先もしくはその利害関係人、または受託者における他の信託財産との間で、第16条ならびに前

条第１項および第２項に定める資産への投資を、信託業法、投資信託及び投資法人に関する法律な



らびに関連法令に反しない限り行うことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として行うことが

できる取引その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計算で行うことができるも

のとします。また、受託者の利害関係人がその利害関係人の計算で行う場合も同様とします。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場

合には、信託財産と、委託者、その取締役、その親法人等もしくは子法人等（金融商品取引法第31

条の４第５項もしくは第６項に規定する親法人等もしくは子法人等をいいます。）、または委託者

が運用の指図を行う他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投資を行うことの指図をする

ことができ、受託者は、委託者の指図により、当該投資を行うことができます。 

④ 第１項および前項の取扱いは、第22条から第25条まで、第27条、第32条および第33条における委

託者の指図による取引その他これらに類する行為についても同様とします。 

⑤ 前各項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第31条第３項および同法第32条第

３項の通知は行いません。 

（運用の基本方針） 

第19条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を

行います。 

（運用の権限委託） 

第20条 委託者は、運用の指図に関する権限を次の者に委託します。 

 Ｊ．Ｐ．モルガン・インベストメント・マネージメント・インク 

 245 Park Avenue New York, NY, U.S.A. 

② 前項の委託を受けた者が受ける報酬は、受益証券を投資対象とする投資信託であるりそな・ＪＰ

Ｍ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型）（以下本項において「ベビーファンド」とい

います。)の委託者がベビーファンドから受ける報酬より、次の各号に従い支弁されます。 

１．報酬額は、次号に定める報酬対象期間を通じて毎日、前日終了時点におけるベビーファンドの

信託財産の純資産総額に年率0.35％を乗じて得た額とします。 

２．報酬対象期間は、毎年２月20日から８月19日までおよび８月20日から翌年２月19日までとしま

す。ただし、各報酬対象期間終了日に該当する日が休業日の場合はその翌営業日を終了日とし、

その翌日より次の報酬対象期間が開始されるものとします。また、この信託終了の場合は、報酬

対象期間終了日は信託終了の日とします。なお、最初の報酬対象期間は平成20年２月29日からと

します。 

３．支弁の時期は、前号に定める報酬対象期間の終了日の翌営業日以降とします。 

③ 第１項の規定にかかわらず、第１項により委託を受けた者が、法令に違反した場合、この信託契

約に違反した場合、信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合等において、委託者は、運用の指図に

関する権限の委託を中止または委託の内容を変更することができます。 

（投資する株式等の範囲） 

第21条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、取引所金融商

品市場（金融商品取引法第２条第17項に規定するものをいいます。以下同じ。）または外国金融商

品市場に上場されている株式の発行会社の発行するもの、および取引所金融商品市場または外国金

融商品市場に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、

株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券について

は、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証

券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては、委託者はこれに

投資することの指図ができるものとします。 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第22条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、または信託財

産に属する資産の効率的な運用に資するため、取引所金融商品市場における有価証券先物取引、有

価証券指数等先物取引および有価証券オプション取引、ならびに外国金融商品市場におけるこれら

の取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取

引に含めて取り扱うものとします。（以下同じ。） 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、または信託財産に属する資

産の効率的な運用に資するため、取引所金融商品市場における通貨にかかる先物取引およびオプシ

ョン取引ならびに外国金融商品市場におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をするこ

とができます。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、または信託財産に属する資

産の効率的な運用に資するため、取引所金融商品市場における金利にかかる先物取引およびオプシ



ョン取引ならびに外国金融商品市場におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をするこ

とができます。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 

第23条 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクもしくは為替変動リスクを回避するため、ま

たはその効率的な運用に資するため、スワップ取引（金融商品取引法施行前の旧投資信託及び投資

法人に関する法律施行規則（以下「旧投信法施行規則」といいます。）第４条第５号に規定するも

のをいいます。以下同じ。）を行うことの指図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、スワップ取引の契約期限が、原則として第４条に定める信託

期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内に全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価す

るものとします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図・目的・範囲） 

第24条 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクもしくは為替変動リスクを回避するため、ま

たはその効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取引（旧投信法施行規則第４条

第１号および第２号に規定するものをいいます。以下同じ。）を行うことの指図をすることができ

ます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として、第４

条に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該信託期間内で全部解約が可能なものに

ついてはこの限りではありません。 

③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算

出した価額で評価するものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第25条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債について

次の各号の範囲内で貸付けの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価

合計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する

公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相

当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとし

ます。 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第26条 外貨建有価証券（外国通貨表示の有価証券をいいます。以下同じ。）への投資については、わが

国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合には、制約されることがあります。 

（外国為替予約の指図） 

第27条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産（外貨建有価証券および外国通貨表示の預金その他の資

産をいいます。以下同じ。）の時価総額について、当該外貨建資産のヘッジのため、外国為替の売

買の予約を指図することができます。 

（外貨建資産の円換算および予約為替の評価） 

第28条 信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買

相場の仲値によって計算します。 

② 前条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の

仲値によって計算します。 

（信託業務の委託等） 

第29条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第22条第1項に定める信託業

務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合する者（受託者の利害関係人を含みま

す。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務にかかる実績等に照らし､委託業務を確実に処理する能力があると認められ

ること 



３．委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の管理を行う

体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合

していることを確認するものとします。  

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務または行為を、受託者および委託者が適

当と認める者（受託者の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存にかかる業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために必要な行為

にかかる業務 

４．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 

（混蔵寄託） 

第30条 受託者は、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により、金融機関、

金融商品取引業者のうち金融商品取引法第28条第１項に規定する第一種金融商品取引業を行う者ま

たは外国の法令に準拠して設立された法人でこれに類するもの（以下、本条において総称して「金

融機関等」といいます。）から取得した、外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシ

ャル・ペーパーを、当該金融機関等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関等の名義で混蔵

寄託できるものとします。 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 

第31条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登録をするこ

ととします。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保することがあります。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認めるときは、

速やかに登記または登録をするものとします。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託財産に属す

る旨の記載または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により分別して管理するもの

とします。ただし、受託者が認める場合は、その計算を明らかにする方法により分別して管理する

ことがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、その計算

を明らかにする方法により分別して管理することがあります。 

（有価証券の売却等の指図） 

第32条 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等に関して一切の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第33条 委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券にかかる償還金、株式の清算分配金、有価証券

にかかる利金、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

（損益の帰属） 

第34条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、全て受益者に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第35条 信託財産に属する有価証券について、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申

出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金、株式の清算分配金、有価証券にかかる利金、株式の

配当金その他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積もり得るものがあるときは、受託者

がこれを立て替えて信託財産に繰り入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれ

を定めます。 

（信託の計算期間） 

第36条 この信託の計算期間（以下「計算期間」といいます。）は、毎年２月20日から８月19日までおよ

び８月20日から翌年２月19日までとします。ただし、最初の計算期間は、平成20年２月29日からと

します。 

② 前項において、計算期間終了日が休業日に該当するときは、計算期間終了日は該当日の翌営業日

に変更されるものとし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。 

（信託財産に関する報告等） 

第37条 受託者は、計算期間終了日に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成し、これを委託者

に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成し、これを委託者

に提出します。 



③ 受託者は、前２項の報告を行うことにより、受益者に対する信託法第37条第３項に定める報告は

行わないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２項に定める書類または電磁的記録の作成に欠くこと

のできない情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者の利益を害するおそれ

のない情報を除き、信託法第38条第１項に定める閲覧または謄写の請求をすることはできないもの

とします。 

（信託事務の諸費用） 

第38条 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立て替えた立替金の利息

は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

（信託報酬） 

第39条 委託者および受託者は、この信託契約に関し信託報酬を収受しません。 

（利益の留保） 

第40条 信託財産から生ずる利益は、信託終了時まで信託財産中に留保し、信託期間中には分配しません。 

（追加信託金および一部解約金の計理処理） 

第41条 追加信託金または信託契約の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を、追加信

託の場合は追加信託差金として、信託契約の一部解約の場合は解約差金として処理します。 

（償還金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 

第42条 受託者は、この信託が終了したときは、償還金（信託終了時における１口当たり純資産をいいま

す。以下同じ。）の全額を委託者に交付します。 

② 前項の規定により委託者に償還金を交付した後は、受託者は、受益者に対する支払いにつき、そ

の責に任じません。 

（償還金の支払い） 

第43条 委託者は、受託者より償還金の交付を受けた後、受益証券と引換えに当該償還金を受益者に支払

います。 

（一部解約） 

第44条 委託者は、受益者の請求があった場合には、この信託契約の一部を解約します。 

② 前項における一部解約にかかる額は、一部解約を行う日の前営業日の１口当たり純資産に、当該

一部解約にかかる受益権の口数を乗じた額とします。 

（信託契約の解約） 

第45条 委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認め

る場合、またはやむを得ない事情が発生した場合は、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、

信託を終了させることができます。この場合において、委託者はあらかじめ解約しようとする旨を

監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、受益証券を投資対象とすることをその信託約款において定める全ての証券投資信託が

終了することとなる場合には、この信託契約を解約し、信託を終了させます。この場合において、

委託者はあらかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

③ 委託者は、第１項の場合において、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行いま

す。この場合委託者は、あらかじめ書面決議の日、信託契約の解約の理由等の事項を定め、当該決

議の日の２週間前までに、知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決

議の通知を発します。 

④ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属す

るときの当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益

権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議

決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

⑤ 第３項の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。 

⑥ 第３項から前項までの規定は、第１項において委託者がこの信託契約の解約をしようとする場合

において、当該解約につき、すべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をした

ときには適用しません。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第46条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託

契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第50条の規定に

したがいます。 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 

第47条 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委



託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会

社に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第50条第２項の書面決議で否決された場合を除き、

当該投資信託委託会社と受託者との間において存続します。 

（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第48条 委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事

業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契

約に関する事業は承継されることがあります。 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 

第49条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反

して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由が生じたときは、委託者または受益者は、

裁判所に受託者の解任を申し立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託

者を解任した場合、委託者は、次条の規定にしたがうとともに、新受託者を選任します。なお、受

益者は、本項による場合を除き、受託者を解任することはできないものとします。 

② 委託者は、新受託者を選任できないときは、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

（信託約款の変更等） 

第50条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及

び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以

下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじめ変更または併合しようとする旨およびその内

容を監督官庁に届け出ます。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法によって変更すること

ができないものとします。 

② 委託者は、前項の場合（この信託約款の変更にあっては、その内容が重大なものに該当する場合

に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）において、書面決議を

行います。この場合委託者は、あらかじめ書面決議の日、重大な約款の変更等の内容およびその理

由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、知れている受益者に対し、書面をもってこれ

らの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属す

るときの当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益

権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議

決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項までの規定は、第１項において委託者が重大な約款の変更等をしようとする場合

において、当該重大な約款の変更等につき、すべての受益者が書面または電磁的記録により同意の

意思表示をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この信託において併合の書面決議が可決された場合であっても、当

該併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当

該他の投資信託との併合を行うことはできません。 

（反対者の買取請求権） 

第51条 第45条に規定する信託契約の解約または前条に規定する重大な約款の変更等を行う場合には、書

面決議において当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託者に対し、自己の有

する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内

容および買取請求の手続に関する事項は、第45条第３項または前条第２項に規定する書面に付記し

ます。 

（利益相反のおそれがある場合の受益者への書面交付） 

第52条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第13条第１項に定める書面を受益者に交付しませ

ん。 

（運用報告書） 

第53条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第１項に定める運用報告書を受益者に交付

しません。 

（公告） 

第54条 委託者が行う公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 



第55条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 

 

平成 20 年２月 29 日 

 

 

委託者 ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

受託者 りそな信託銀行株式会社 
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投資信託説明書（請求目論見書）２００８．１１ 

 

 

 

 

 

 
設定・運用は 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント 

 



 

 

 

 

 

 

 りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型）の受益権の

募集については、委託会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）（以下「金

融商品取引法」といいます。）第５条の規定により有価証券届出書を平成20年１

月16日に関東財務局長に提出しており、その届出の効力は平成20年２月１日に生

じております。また、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平

成20年５月30日および平成20年11月18日に関東財務局長に提出しております。 

 

本文書は金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書であり、有価証券届出

書 第三部「ファンドの詳細情報」の内容を記載した、金融商品取引法第15条第

３項に基づき投資家の請求により交付される目論見書（請求目論見書）です。 
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第三部 ファンドの詳細情報 
 

《以下で使用する用語の定義は、本書で別段の定めがある場合を除き、全て「りそな・ＪＰＭ新興

国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型）」の、金融商品取引法第15条第２項本文に規定す

る、あらかじめまたは申込みと同時に交付しなければならない目論見書（以下「交付目論見書」

といいます。）のとおりとします。》 

 

第１ ファンドの沿革 
平成20年２月29日 当ファンドおよびマザーファンドの信託契約締結、設定・運用開始 

 

 

第２ 手続等 
 

１ 申込手続等 
 

① 申込方法 

  申込期間中の毎営業日に販売会社において、販売会社所定の方法で当ファンドの受益権の取得

申込みの受付が行われます。 

  ただし、継続申込期間中において、米国の銀行休業日には、取得申込みの受付は行いません。 
 

② 申込価格 

  当初申込期間：１口当たり１円とします。 

  継続申込期間：取得申込日の翌営業日の基準価額とします。 

  取得申込には、申込手数料を要します。 

 

  「基準価額」とは、純資産総額をその時の受益権総口数で除した１口当たりの価額をいいます。

なお、便宜上１万口当たりに換算した価額で表示することがあります。 

  基準価額（１万口当たり）は、販売会社に問合わせることにより知ることができます。また、

基準価額（１万口当たり）は、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。 
 

③ 申込単位 

  分配金の受取方法により、申込みには、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の２つ

のコースがあります。 

 

  いずれのコース共、申込単位は、販売会社が定める単位とします。 

「自動けいぞく投資コース」における収益分配金の再投資は、１円以上１円単位とします。 

 

  申込コースは、販売会社により取扱いが異なる場合がありますので販売会社にお問合わせくだ

さい。 
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④ 受渡方法 

(a)取得申込代金の支払いについて 

  当初申込期間中は、投資家は、取得申込代金を申込みの販売会社に当初申込期間中に支払う

ものとします。 

  継続申込期間中は、投資家は、申込みの販売会社が定める日までに取得申込代金を当該販売

会社に支払うものとします。 

(b)受益権の引渡しについて 

  当ファンドの受益権は振替受益権のため、申込みの販売会社が、取得申込代金の支払いと引

き換えに振替機関等の口座に投資家に係る受益権口数の増加を記載または記録することにより、

受益権の引渡しが行われます。当該口座は、当該投資家が販売会社に取得申込と同時にまたは

あらかじめ申し出た口座とします。なお、委託会社は、追加信託により分割された受益権につ

いて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振

替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった

場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。

受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法

により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行います。 
 

⑤ 受付時間 

  取得申込みの受付は、原則として午後３時まで（年末年始など東京証券取引所が半休日の場合

の受付は午前11時まで）とします。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取扱いと

します。 
 

⑥ 申込の中止 

  有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情

があるときは、取得申込みの受付が中止される場合があります。その場合には、投資家は当該受

付中止以前に行った当日の取得申込みを撤回できます。ただし、投資家がその取得申込みを撤回

しない場合には、その取得申込みの価額は当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日

にその取得申込みを受付けたものとして取扱うこととします。 

 

⑦ 申込取扱場所 

  申込期間中、販売会社において申込みを取扱います。 

 

  販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。 

  照会先： 

  ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

  TEL：０３－６７３６－２３５０ 

  （受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

  HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp 
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２ 換金手続等 

 

① 換金方法 

  原則として、毎営業日に販売会社にて解約請求により受付けます。 

  ただし、米国の銀行休業日には、換金申込みの受付は行いません。 

 

② 換金価格 

  換金申込日の翌営業日の基準価額とします。 

（換金にかかる課税については、交付目論見書「第二部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ４ 手数料等及び

税金 (5) 課税上の取扱い」をご参照ください。） 

 

  換金価格は、毎営業日に計算され、販売会社に問合わせることにより知ることができます。 

  販売会社に関しては、前記「１ 申込手続等 ⑦ 申込取扱場所」の照会先までお問合わせくだ

さい。 

 

  換金時に手数料はかかりません。 

 

③ 換金単位 

  販売会社が定める単位とします。 

 

④ 受渡方法 

(a) 換金代金の支払いについて 

  原則として換金申込日から起算して５営業日目から、販売会社の本・支店等においてお支払

いいたします。 

(b) 受益権の引渡しについて 

  当ファンドの受益権は振替受益権のため、換金の請求を行う受益者は、その口座が開設され

ている振替機関等に対して当該受益者の請求に係る当ファンドの信託契約の一部解約の通知を

委託会社が行うのと引き換えに、販売会社を通じて当該一部解約に係る受益権の口数と同口数

の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口

数の減少を記載または記録することにより、受益権の引渡しが行われます。なお、換金の請求

は振替受益権をもって行うものとします。 

 

⑤ 受付時間 

  換金の申込みの受付は原則として午後３時まで（年末年始など東京証券取引所が半休日の場合

の受付は午前11時まで）とします。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取扱いと

します。 

 

⑥ 換金の中止 

  有価証券が取引される市場における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情

があるときは、換金請求の受付が中止される場合があります。その場合には、受益者は当該受付

中止以前に行った当日の換金請求を撤回できます。ただし、受益者がその換金請求を撤回しない

場合には、その換金の申込みは当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日にその換金

請求を受付けたものとして取扱うこととします。 
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第３ 管理及び運営 
 

１ 資産管理等の概要 
(1) 資産の評価 

  受益権１口当たりの純資産価額（基準価額）は、原則として各営業日に委託会社が計算します。

受益権１口当たりの純資産価額は、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きま

す。）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産総額か

ら負債総額を控除した金額を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。なお、便

宜上１万口当たりに換算した価額で表示することがあります。 

  信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売

買相場の仲値によって計算し、外国為替予約の評価は、原則として、わが国における計算日の対

顧客先物売買相場の仲値によって計算します。 

  受益権１万口当たりの基準価額は、販売会社に問合わせることにより知ることができます。ま

た、受益権１万口当たりの基準価額は、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載さ

れます。 

  販売会社に関しては、下記の照会先までお問合わせください。 

  照会先： 

  ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 

  TEL：０３－６７３６－２３５０ 

  （受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

  HPアドレス：http://www.jpmorganasset.co.jp 

 

(2) 保管 

  該当事項はありません。 

 

(3) 信託期間 

  無期限です。 

  ただし、後記「(5) その他 ① 信託の終了等」に記載する特定の場合には、信託は終了します。 

 

(4) 計算期間 

  当ファンドの計算期間は、毎月20日から翌月19日までとします。 

  ただし、最初の計算期間は、平成20年２月29日から平成20年５月19日までとします。 

 

  計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、計算期間終了

日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。 

  なお、計算期間終了日を「決算日」ということがあり、上記より当ファンドの決算日は原則と

して毎月19日（該当日が休業日の場合は翌営業日）となります。 
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(5) その他 

① 信託の終了等（詳しくは、交付目論見書に添付されている信託約款をご参照ください。） 

a. 委託会社は、当ファンドの設定日から１年経過以降、信託財産の純資産総額が20億円を

下回ることとなった場合、当ファンドの信託契約を解約することが受益者のため有利であ

ると認める場合、またはやむを得ない事情が発生した場合は、受託会社と合意のうえ、当

ファンドの信託契約を解約し、信託を終了させることができます。その場合委託会社は、

あらかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

b. 委託会社は、前記a.の場合において、書面による決議（以下「書面決議」といいま

す。）を行います。この場合委託会社は、あらかじめ書面決議の日、信託契約の解約の理

由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、知れている受益者に対し、書面を

もってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

c. 前記b.の書面決議において、受益者（委託会社および当ファンドの信託の信託財産に当

ファンドの信託の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除

きます。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。な

お、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議に

ついて賛成するものとみなします。 

d. 前記b.の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該

受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。 

e.  前記b.からd.までの規定は、前記a.において委託会社が当ファンドの信託契約の解約を

しようとする場合において、当該解約につき、すべての受益者が書面または電磁的記録に

より同意の意思表示をしたときには適用しません。 

(b) 信託契約に関する監督官庁の命令 

 委託会社は、監督官庁より当ファンドの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令

にしたがい、当ファンドの信託契約を解約し信託を終了させます。また、委託会社は、監査

官庁の命令に基づいて信託約款を変更しようとするときは、後記「②信託約款の変更」の規

定にしたがいます。 

(c) 委託会社の登録取消に伴う取扱い 

 委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したと

きは、委託会社は、当ファンドの信託契約を解約し信託を終了させるものとします。ただし、

監督官庁が当ファンドの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引き継ぐことを

命じたときは、後記「②信託約款の変更」での書面決議で否決された場合を除き、当ファン

ドはその委託会社と受託会社との間において存続します。 

(d) 委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い 

 委託会社は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、当ファンドの信

託契約に関する事業を譲渡することがあります。また、委託会社は、分割により事業の全部

または一部を承継させることがあり、これに伴い、当ファンドの信託契約に関する事業は承

継されることがあります。 

(e) 受託会社の辞任および解任に伴う取扱い 

受託会社は、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託会社がそ

の任務に違反して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託

会社または受益者は、裁判所に受託会社の解任を申立てることができます。受託会社が辞任

した場合、または裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、後記「②信託約款の変

更」の規定にしたがうとともに、新受託会社を選任します。ただし、委託会社は、新受託会

社を選任できないときは、当ファンドの信託契約を解約し、信託を終了させます。なお、受

益者は、上記の手続による場合を除き、受託会社を解任することはできないものとします。 
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② 信託約款の変更等（詳しくは、交付目論見書に添付されている信託約款をご参照ください。） 

(a) 委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託会社と合意のうえ、当ファンドの信託約款を変更することまたは当ファンドと

他の投資信託との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託

者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらか

じめ変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。なお、当ファ

ンドの信託約款は②に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

(b) 委託会社は、前記(a)の場合（当ファンドの信託約款の変更にあっては、その内容が重大な

ものに該当する場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいま

す。）において、書面決議を行います。この場合委託会社は、あらかじめ書面決議の日、重

大な約款の変更等の内容およびその理由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、

知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

(c) 前記(b)の書面決議において、受益者（委託会社および当ファンドの信託財産に当ファンド

の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。）は受益

権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益

者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものと

みなします。 

(d) 前記(b)の書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受

益者の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行います。 

(e) 書面決議の効力は、当ファンドのすべての受益者に対してその効力を生じます。 

(f) 前記(b)から(e)までの規定は、前記(a)において委託会社が重大な約款の変更等をしようと

する場合において、当該重大な約款の変更等につき、すべての受益者が書面または電磁的記

録により同意の意思表示をしたときには適用しません。 

(g) 前記(a)から(f)までの規定にかかわらず、当ファンドにおいて併合の書面決議が可決され

た場合であっても、当該併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の書面

決議が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。 

③ 運用報告書 

  委託会社は、当ファンドについて、２月、８月の計算期間終了日毎および償還時に運用経過、

信託財産の内容、有価証券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、知れている受益者

に対して販売会社を通して交付します。 

④ 関係会社との契約の更新等に関する手続について 

  委託会社と販売会社との間の募集等の取扱い等に関する契約において、有効期間満了の３ヵ

月前までに、当事者のいずれからも何らの意思表示がないときは、自動的に１年間更新される

ものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様とするとされています。委託会社と販売

会社との間の当該契約は、かかる規定に従って自動更新され、現在に至っています。当ファン

ドの受益権の募集等の取扱い等も当該契約に基づいています。 

委託会社とＪＰＭＩＭ社との間の投資運用の委託に関する契約には期限の定めはありません。 

⑤ 委託会社が行う公告 

  委託会社が当ファンドについて行う公告は、日本経済新聞に掲載します。 

－ 6 －



 

２ 受益者の権利等 
 当ファンドの受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。この受益権は、

信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

 受益者の有する主な権利は次のとおりです。 

(1) 収益分配金の請求権 

 受益者は、当ファンドにかかる収益の分配を持分に応じて請求する権利を有します。 

収益分配金は、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として当該終了

日から起算して５営業日目）までに、毎計算期間終了日において振替機関等の口座簿に記載また

は記録されている受益者（当該収益分配金にかかる毎計算期間終了日以前において一部解約が行

われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間終了日以前に

設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益

権については原則として取得申込者とします。）に支払いを開始します。ただし、「自動けいぞ

く投資契約」に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、原則として毎計算期間終了

日の翌営業日に、収益分配金が販売会社に交付され、販売会社は、受益者に対し遅滞なく収益分

配金の再投資にかかる受益権の売付を行います。当該再投資により増加した受益権は、振替口座

簿に記載または記録されます。 

 収益分配金の支払いは、販売会社において行うものとします。 

 収益分配金の請求権は、支払開始日から５年間その支払を請求しないときは、その権利を失い、

受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。 

(2) 償還金の請求権 

 受益者は、償還金を持分に応じて委託会社に請求する権利を有します。 

 償還金は、信託終了後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（償還日が休業

日の場合は当該償還日の翌営業日）から起算して５営業日目）までに、信託終了日において振替

機関等の口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行われ

た受益権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込

代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得

申込者とします。）に支払いを開始します。当該受益者は、その口座が開設されている振替機関

等に対して委託会社が当ファンドの償還の通知をするのと引き換えに、販売会社を通じて当該償

還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替

機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

 償還金の支払いは、販売会社において行うものとします。 

 受益者が、償還金について上記に規定する支払開始日から10年間その支払いを請求しないとき

は、その権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属するものとします。 

(3) 受益権の一部解約の実行請求権 

 受益者は、自己に帰属する受益権について、委託会社に一部解約を請求する権利を有します。 

(4) 反対者の買取請求権 

 当ファンドの信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合において、書面決議におい

て当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受

益権を信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内容および

買取請求の手続きに関する事項は、前述の「１ 資産管理等の概要 (5) その他 ① 信託の終了

等」または「② 信託約款の変更」に規定する公告または書面に付記します。 

(5) 帳簿の閲覧権 

 受益者は委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者にかかる信託財産に関する帳簿書類の

閲覧または謄写を請求することができます。 
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第４ ファンドの経理状況 
 

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大

蔵省令第59号）並びに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平

成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。 

  なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

２．当ファンドの計算期間は６ヵ月未満であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。 

 

３．当ファンドの第１特定期間は信託約款第35条により、平成20年２月29日から平成20年８月19日ま

でとしております。 

 

４．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１特定期間（平成20年２

月29日から平成20年８月19日まで）の財務諸表について、あらた監査法人による監査を受けており

ます。 
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１ 財務諸表 
 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・ファンド（毎月決算型） 

 

（1) 貸借対照表 

当期 

(平成20年８月19日現在)
 

区分 
注記

番号
金額（円）  

資産の部    

流動資産    

親投資信託受益証券  2,639,408,299  

未収入金  629,489  

流動資産合計  2,640,037,788  

資産合計  2,640,037,788  

負債の部    

流動負債    

未払収益分配金  74,941,656  

未払解約金  629,489  

未払受託者報酬  97,211  

未払委託者報酬  3,305,153  

その他未払費用  38,872  

流動負債合計  79,012,381  

負債合計  79,012,381  

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 2,498,055,225  

剰余金    

期末剰余金  62,970,182  

（うち分配準備積立金）  (50,507,135)  

剰余金合計  62,970,182  

元本等合計  2,561,025,407  

純資産合計  2,561,025,407  

負債・純資産合計  2,640,037,788  
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（2) 損益及び剰余金計算書 

当期 

(自 平成20年２月29日

 至 平成20年８月19日)

 
区分 

注記

番号

金額（円）  

営業収益    

有価証券売買等損益  183,730,379  

営業収益合計  183,730,379  

営業費用    

受託者報酬  419,585  

委託者報酬 ※１ 14,265,699  

その他費用  168,474  

営業費用合計  14,853,758  

営業利益金額  168,876,621  

経常利益金額  168,876,621  

当期純利益金額  168,876,621  

一部解約に伴う当期純利益金額分配額  2,757,482  

期首剰余金  －  

剰余金増加額  23,220,359  

(当期一部解約に伴う剰余金増加額)  (2,012,216)  

(当期追加信託に伴う剰余金増加額)  (21,208,143)  

剰余金減少額  14,411,010  

(当期一部解約に伴う剰余金減少額)  (1,392,589)  

(当期追加信託に伴う剰余金減少額)  (13,018,421)  

分配金 ※２ 111,958,306  

期末剰余金  62,970,182  
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（3) 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 

当期 

(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

有価証券の評価基準

及び評価方法 

親投資信託受益証券 

 移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基

準価額で評価しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

区分 
当期 

(平成20年８月19日現在)
 

※１信託財産に係る期首元本額、期中追加設

定元本額及び期中解約元本額 
  

期首元本額 1,227,998,651円  

期中追加設定元本額 2,003,016,869円  

期中一部解約元本額 732,960,295円  

※２特定期間末日における受益権の総数 2,498,055,225口  

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記） 

区分 

当期 

(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

 

※１信託財産の運用の指図に関する権

限の全部または一部を委託するた

めに要する費用として委託者報酬

の中から支弁している額 

純資産総額に年率0.35％を乗じて

得た額 
 

※２分配金の計算過程   

 
(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年５月19日) 
 

費用控除後の配当等収益額 13,015,805円  

費用控除後・繰越欠損金補填後の有

価証券売買等損益額 
5,852,781円  

収益調整金額 1,605,956円  

分配準備積立金額 －円  

当ファンドの分配対象収益額 20,474,542円  

当ファンドの期末残存口数 1,559,342,734口  

1万口当たり収益分配対象額 131.30円  

1万口当たり分配金額 70.00円  

収益分配金金額 10,915,399円  
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区分 

当期 

(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

 

 
(自 平成20年５月20日 

 至 平成20年６月19日) 
 

費用控除後の配当等収益額 20,428,367円  

費用控除後・繰越欠損金補填後の有

価証券売買等損益額 
12,286,035円  

収益調整金額 8,364,608円  

分配準備積立金額 5,840,809円  

当ファンドの分配対象収益額 46,919,819円  

当ファンドの期末残存口数 1,610,791,378口  

1万口当たり収益分配対象額 291.28円  

1万口当たり分配金額 70.00円  

収益分配金金額 11,275,539円  

 
(自 平成20年６月20日 

 至 平成20年７月22日) 
 

費用控除後の配当等収益額 23,807,260円  

費用控除後・繰越欠損金補填後の有

価証券売買等損益額 
13,665,460円  

収益調整金額 25,447,986円  

分配準備積立金額 26,343,497円  

当ファンドの分配対象収益額 89,264,203円  

当ファンドの期末残存口数 2,117,958,917口  

1万口当たり収益分配対象額 421.46円  

1万口当たり分配金額 70.00円  

収益分配金金額 14,825,712円  

 
(自 平成20年７月23日 

 至 平成20年８月19日) 
 

費用控除後の配当等収益額 17,527,101円  

費用控除後・繰越欠損金補填後の有

価証券売買等損益額 
59,536,330円  

収益調整金額 41,029,556円  

分配準備積立金額 48,385,360円  

当ファンドの分配対象収益額 166,478,347円  

当ファンドの期末残存口数 2,498,055,225口  

1万口当たり収益分配対象額 666.43円  

1万口当たり分配金額 300.00円  

収益分配金金額 74,941,656円  
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（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

当期 

（平成20年８月19日現在） 
 

種類 
貸借対照表計上額 

（円） 

当特定期間の損益に含

まれた評価差額（円）
  

親投資信託受益証券 2,639,408,299 81,492,712  

合計 2,639,408,299 81,492,712  

 

（デリバティブ取引等に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（１口当たり情報に関する注記） 

区分 
当期 

(平成20年８月19日現在) 
 

１口当たりの純資産額 1.0252円  

(１万口当たりの純資産額) (10,252円)  

 

（4) 附属明細表 

第１ 有価証券明細表(平成20年８月19日現在) 

(イ）株式 

該当事項はありません。 

 

(ロ）株式以外の有価証券 

種類 通貨 銘柄 口数 評価額 備考

親投資信託

受益証券 
日本円 

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・

マザーファンド（適格機関投資家専用） 
2,429,275,931 2,639,408,299  

合計   2,429,275,931 2,639,408,299  

 

第２ 信用取引契約残高明細表 

 該当事項はありません。 

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

 該当事項はありません。 
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（参考） 

 当ファンドは「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）」受

益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て

同親投資信託の受益証券であります。 

 尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。 

 

「りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用）」の状況 

 尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。 

 

(1) 貸借対照表 

(平成20年８月19日現在)  
区分 

注記

番号 金額（円）  

資産の部    

流動資産    

預金  189,094,239  

コール・ローン  105,293,874  

国債証券  2,111,149,085  

社債券  180,530,145  

派生商品評価勘定  281,809  

未収入金  22,576,750  

未収利息  31,309,680  

前払費用  39,409,654  

流動資産合計  2,679,645,236  

資産合計  2,679,645,236  

負債の部    

流動負債    

派生商品評価勘定  170,105  

未払金  39,421,419  

未払解約金  629,489  

流動負債合計  40,221,013  

負債合計  40,221,013  

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 2,429,275,931  

剰余金    

剰余金  210,148,292  

剰余金合計  210,148,292  

元本等合計  2,639,424,223  

純資産合計  2,639,424,223  

負債・純資産合計  2,679,645,236  
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(2) 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

区分 
(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

国債証券、特殊債券及び社債券 

 個別法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価

しております。 

１．有価証券の

評価基準及

び評価方法 

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証券 

 金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則

として金融商品取引所等における計算期間末日の最終相

場（外貨建証券の場合は計算期間末日において知りうる

直近の最終相場）で評価しております。 

 計算期間末日に当該金融商品取引所等の最終相場がな

い場合には、当該金融商品取引所等における直近の日の

最終相場で評価しておりますが、直近の日の最終相場に

よることが適当でないと認められた場合は、当該金融商

品取引所等における計算期間末日又は直近の日の気配相

場で評価しております。 

 (2）金融商品取引所等に上場されていない有価証券 

 当該有価証券については、原則として、日本証券業協

会発表の売買参考統計値（平均値）、金融機関の提示す

る価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格提

供会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で評

価しております。 

 (3)時価が入手できなかった有価証券 

 適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評

価額が時価と認定できない事由が認められた場合は、委

託会社が忠実義務に基づいて合理的事由をもって時価と

認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事

由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

２．デリバティ

ブ等の評価

基準及び評

価方法 

為替予約取引 

 個別法に基づき、原則として時価で評価しております。

 為替予約の評価は、原則として、わが国における計算期

間末日の対顧客先物売買相場の仲値によって計算しており

ます。 

３．その他財務

諸表作成の

ための基本

となる重要

な事項 

外貨建取引等の処理基準 

 外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する

規則」（平成12年総理府令第133号）第60条に基づき、取

引発生時の外国通貨の額をもって記録する方法を採用して

おります。ただし、同第61条に基づき、外国通貨の売却時

において、当該外国通貨に加えて、外貨建資産等の外貨基

金勘定及び外貨建各損益勘定の前日の外貨建純資産額に対

する当該売却外国通貨の割合相当額を当該外国通貨の売却

時の外国為替相場等で円換算し、前日の外貨基金勘定に対

する円換算した外貨基金勘定の割合相当の邦貨建資産等の

外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を相殺した差額

を為替差損益とする計理処理を採用しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

区分 (平成20年８月19日現在)  

※１本報告書における開示対象ファンドの期

首における当該親投資信託の元本額、期

中追加設定元本額及び期中解約元本額 

  

期首元本額 1,227,998,651円  

期中追加設定元本額 1,973,273,335円  

期中解約元本額 771,996,055円  

本報告書における開示対象ファンドの期末に

おける元本の内訳（注） 
  

りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン

・ファンド（毎月決算型） 
2,429,275,931円  

合 計 2,429,275,931円  

※２本報告書における開示対象ファンドの特

定期間末日における受益権の総数 
2,429,275,931口  

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額 

 

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券 

（平成20年８月19日現在）  

種類 
貸借対照表計上額 

（円） 

当計算期間の損益に含まれ

た評価差額（円） 
  

国債証券 2,111,149,085 △167,015  

社債券 180,530,145 △17,155,409  

合計 2,291,679,230 △17,322,424  
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（デリバティブ取引等に関する注記） 

Ⅰ 取引の状況に関する事項 

区分 
(自 平成20年２月29日 

 至 平成20年８月19日) 

１．取引の内容 当投資信託の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引でありま

す。 

２．取引に対す

る取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避及び効率的な運用に資する

ことを目的としております。 

３．取引の利用

目的 

デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、

安定的な利益の確保を図る目的で利用しております。 

４．取引に係る

リスクの内容 

為替予約取引に係るリスクは、為替相場の変動によるリスクであります。 

５．取引に係る

リスクの管理

体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限および取引限度額等を定めた規

定に従い、運用担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。 

６．取引の時価

等に関する事

項についての

補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引にお

ける名目的な契約額であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。 

 

Ⅱ 取引の時価等に関する事項 

（通貨関連） 

（平成20年８月19日現在）  

区分 種類 
契約額等 

(円) 

うち 

1年超 

(円) 

時価 

(円) 

評価損益 

(円) 
   

為替予約取引   

買建   

アメリカドル 63,294,127 － 63,193,115 △101,012  

売建   

アメリカドル 99,000,000 － 98,870,546 129,454  

市 場

取 引

以 外

の 取

引 

新トルコ・リラ 24,294,127 － 24,210,865 83,262  

合計  186,588,254 － 186,274,526 111,704  

（注）１．為替予約の時価の算定方法 

(1）計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価してお

ります。 

① 計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」という。）の対顧客先物売買相場の仲値が

発表されている場合は当該為替予約は当該仲値で評価しております。 

② 計算期間末日において当該日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法に

よっております。 

・ 計算期間末日に当該日を越える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表されている先

物相場のうち当該日に最も近い前後二つの対顧客先物売買相場の仲値をもとに計算したレートにより

評価しております。 

・ 計算期間末日に当該日を越える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当該日に最も近

い発表されている対顧客先物売買相場の仲値により評価しております。 

(2）計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧客

電信売買相場の仲値により評価しております。 

２．換算において円未満の端数は切り捨てております。 

３．契約額等及び時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（１口当たり情報に関する注記） 

区分 (平成20年８月19日現在)  

１口当たりの純資産額 1.0865円  

(１万口当たりの純資産額) (10,865円)  

 

(3) 附属明細表 

第１ 有価証券明細表(平成20年８月19日現在) 

(イ) 株式 

 該当事項はありません。 

 

(ロ) 株式以外の有価証券 

種類 通貨 銘柄 
銘柄数

比率
券面総額 評価額 備考

国債証券 アルゼンチンペソ ARGENTINA NOBAC FLT BADL 450,000.00 448,649.98  

  REPUBLIC ARGENTINA10.5% 460,000.00 310,979.17  

 計 銘柄数： 2 910,000.00 759,629.15  

    (27,574,538)  

  組入時価比率： 1.0%  1.2%  

 メキシコペソ MEXICAN BONDS 10% M 20 17,500,000.00 19,595,430.31  

  MEXICAN BONDS 8% MI10 2,000,000.00 1,954,460.00  

  MEXICAN BONDS 9% MI7 6,600,000.00 6,650,006.95  

  MEXICAN BONDS 9.5% MI10 18,730,000.00 19,592,134.86  

 計 銘柄数： 4 44,830,000.00 47,792,032.12  

    (517,587,707)  

  組入時価比率： 19.6%  22.6%  

 ブラジルレアル BRAZIL NTN-B 6% NTNB 380,000.00 610,913.86  

  BRAZIL NTN-F 10% 5,140,000.00 4,294,303.26  

 計 銘柄数： 2 5,520,000.00 4,905,217.12  

    (329,483,433)  

  組入時価比率： 12.5%  14.4%  

 コロンビアペソ COLOMBIA REP OF 11.75% 177,000,000.00 179,239,326.47  

  COLOMBIA REP OF 12% 1,189,000,000.00 1,241,740,100.83  

 計 銘柄数： 2 1,366,000,000.00 1,420,979,427.30  

    (83,269,394)  

  組入時価比率： 3.2%  3.6%  

 ペルーヌエボソル PERU B SOBERANO 6.9%REGS 750,000.00 649,744.68  

  PERU B SOBERANO12.25%8-1 1,250,000.00 1,426,533.51  

 計 銘柄数： 2 2,000,000.00 2,076,278.19  

    (77,881,194)  

  組入時価比率： 3.0%  3.4%  

 ウルグアイペソ URUGUAY 5% 1,000,000.00 1,277,100.00  

 計 銘柄数： 1 1,000,000.00 1,277,100.00  

    (7,343,325)  

  組入時価比率： 0.3%  0.3%  

 新トルコ・リラ TURKEY GOVT BOND 16% 3,720,000.00 3,607,446.72  

  TURKEY GOVT BOND FLT182R 760,000.00 782,894.96  
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種類 通貨 銘柄 
銘柄数

比率
券面総額 評価額 備考

 計 銘柄数： 2 4,480,000.00 4,390,341.68  

    (408,740,810)  

  組入時価比率： 15.5%  17.8%  

 ハンガリーフォリント HUNGARY GOVT 7.25% 12/B 100,500,000.00 96,353,772.00  

  HUNGARY GOVT 7.5% 20/A 11,000,000.00 10,824,242.00  

  HUNGARY GOVT 8% 15/A 239,000,000.00 238,283,000.00  

 計 銘柄数： 3 350,500,000.00 345,461,014.00  

    (236,986,255)  

  組入時価比率： 9.0%  10.3%  

 ポーランドズロチ POLAND GOVT 6.25% 1015 3,615,000.00 3,645,221.40  

 計 銘柄数： 1 3,615,000.00 3,645,221.40  

    (177,740,995)  

  組入時価比率： 6.7%  7.8%  

 マレーシアリンギット MALAYSIAN GOVT4.262%1/06 500,000.00 485,513.81  

 計 銘柄数： 1 500,000.00 485,513.81  

    (16,007,390)  

  組入時価比率： 0.6%  0.7%  

 エジプトポンド ARAB REP EGYPT 8.75%REGS 3,200,000.00 2,848,960.00  

 計 銘柄数： 1 3,200,000.00 2,848,960.00  

    (58,888,003)  

  組入時価比率： 2.2%  2.6%  

 南アフリカランド REP SOUTH AFRIC13.5%R157 1,300,000.00 1,597,570.00  

  REP SOUTH AFRICA 13%R153 9,700,000.00 10,290,730.00  

 計 銘柄数： 2 11,000,000.00 11,888,300.00  

    (169,646,041)  

  組入時価比率： 6.4%  7.4%  

 小計   2,111,149,085  

    (2,111,149,085)  

社債券 アメリカドル CITI VAR DOP JAN09 CLN 342,000.00 328,593.60  

  CITI VAR GHS JUN10 CLN B 350,000.00 274,470.00  

  CITI VAR NGN NOV13 CLN 175,000.00 170,479.75  

  CITI VAR RUB JUL12 CLN 100,000.00 100,020.00  

  CITI VAR UGX MAY11 CLN 230,000.00 241,109.00  

  DEUTSCHE BANK FLOAT EMTN 400,000.00 526,660.00  

 計 銘柄数： 6 1,597,000.00 1,641,332.35  

    (180,530,145)  

  組入時価比率： 6.8%  7.9%  

 小計   180,530,145  

    (180,530,145)  

     

 合計   2,291,679,230  

    (2,291,679,230)  

（注）各通貨計欄の（ ）内は、邦貨換算額であります。 

（注）小計・合計金額欄の（ ）内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。 

（注）比率は左より組入時価の純資産に対する比率、および各通貨計欄の合計金額に対する比率であります。 

 

第２ 信用取引契約残高明細表 

 該当事項はありません。 
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第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

 当表に記載すべき内容は、「デリバティブ取引等に関する注記 Ⅱ 取引の時価等に関する事項」

に開示しておりますので、記載を省略しております。 

 

２ ファンドの現況 

 

純資産額計算書 

  （平成20年９月30日現在）

 種類 金額 単位 

 Ⅰ 資産総額 3,056,439,915 円 

 Ⅱ 負債総額 3,543,488 円 

 Ⅲ 純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 3,052,896,427 円 

 Ⅳ 発行済口数 3,439,437,002 口 

 Ⅴ １口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 0.8876 円 

 

（参考）りそな・ＪＰＭ新興国現地通貨ソブリン・マザーファンド（適格機関投資家専用） 

  （平成20年９月30日現在）

 種類 金額 単位 

 Ⅰ 資産総額 3,056,657,374 円 

 Ⅱ 負債総額 2,140,202 円 

 Ⅲ 純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 3,054,517,172 円 

 Ⅳ 発行済口数 3,211,672,073 口 

 Ⅴ １口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 0.9511 円 

 

第５ 設定及び解約の実績 

  下記特定期間中の設定および解約の実績ならびに当該特定期間末の残存口数は次の通りです。 

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口） 

第１特定期間 3,231,015,520 732,960,295 2,498,055,225 

 （注１）第１特定期間の設定口数には、当初申込期間中の設定口数を含みます。 

 （注２）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。 
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発行・運用は 

追加型株式投資信託／バランス型／自動けいぞく投資可能 

2008.11投資信託説明書（目論見書） 

（毎月決算型） 
そな・ 新興国現地通貨ソブリン・ファンド 

本文書は金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書です。 
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